
令和６年度行政評価

（事務事業評価表）

令和６年９月

松本市



１ はじめに

⑴ 行政評価とは

「行政の活動を何らかの統一的な視点や手段によって客観的に

評価し、その評価結果を行政運営に反映させるシステム」をい

います。

⑵ 松本市の行政評価

ア 位置付け

ＰＤＣＡ（Plan計画→Do実施→Check評価→Action見直し）の

マネジメントサイクルにおけるＣ機能として、事務事業の有効性

及び効率性を確認・評価します。

イ 目的

(ｱ) 成果を重視した評価によって事務事業効果を明確にし、事務

事業の見直し、効率的な実施等を図ること。

(ｲ) 事務事業の目的や成果を市民に公表し、行政としての説明責

任を果たすこと。

1



ウ 実施内容

(ｱ) 内部評価

「事業の趣旨・目的・内容」、「指標の推移」、「コスト」

及び「今後の方向性」を明らかにし、事務事業の実施担当課が

自己評価を行います。

(ｲ) 外部評価

a  大学有識者が、市の内部評価を基に、事業効率化を視野に

今後の方向性などについて評価します。

b  今年度は、全事務事業のうち、行政改革・実施計画・予算

の視点から行政管理課・総合戦略室・財政課が選定した客観

的な評価を取り入れることで更なる効率化が見込まれる事業

（計４４事業）を対象に実施しました。

c 評価結果は予算編成及び今後の事務改善等に活用します。

エ 事務事業評価表

事務事業の実施担当課が作成した全ての事務事業評価表を、

組織順に掲載しています。
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２ 外部評価員
包括連携協定を締結する信州大学、松本大学及び松本大学松商短

期大学部に所属し、第１１次基本計画で掲げた各基本施策分野に精
通する有識者を、それぞれ外部評価員に委嘱しました。

分　野

１　こども・若者・教育 信州大学
学術研究院

総合人間科学系
准教授 荒井　英治郎

２　健康・医療

２　福祉
松本大学

松商短期大学部
経営情報学科 准教授 廣瀨　豊

３　住民自治・共生 松本大学 総合経営学部
教授

（地域防災科学研
　究所長）

尻無浜　博幸

４　環境・エネルギー 信州大学
学術研究院
社会科学系

教授 小林　寛

５　都市基盤 信州大学
学術研究院

総合人間科学系
講師 勝亦 達夫

５　危機管理

６　経済・産業 信州大学
学術研究・産学
官連携推進機構

副学長
（社会連繋推進
本部長・教授）

林　靖人

７　文化・観光 松本大学 総合経営学部
観光ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ学
科長（教授）

畑井　治文

所　属 職 　氏　名

外部評価対象事業なし

外部評価対象事業なし

※ 上記７分野いずれにも属さない事業については、関連分野の評価員へ評価を依頼しています。
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事務事業評価表（内部評価）に関する補足説明

１ 指標
対象指標、活動指標、成果指標及び効率指標の４つの指標の

うち、各事業の性質に合わせて適切な指標を設定しています。
他律的業務など、事業の内容、性質によっては、指標を設定

していない場合があります。

２ 人件費
正規職員及び会計年度任用職員の平均給与額に当該事業に要

する人工（職員数）を乗じて算出しています。

３ 事業の評価・総合評価
「目的妥当性」、「有効性」及び「効率性」の３つの評価項

目を基に、以下の目安で内部評価を行っています。

※ 事業の性質に合わせて評価をするため、評価のない項目がある場合があります。

Ａ 順調(想定以上の効果があった)

Ｂ おおむね順調

Ｃ 改善が必要

Ｄ 大幅な事業改善が必要

Ｅ 目標達成が困難
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政策
分野

担当課 事業名 事業概要 外部評価の対象とした理由
R6外部
評価員

ページ

1 こども育成課
補助金（児童福
祉総務費）

社会奉仕活動、自然体験などを通じて社会性を育
成するなど、青少年健全育成に資するために、団体
に補助するもの

利用件数の少ない「青少年活動事業補助
金」について、その必要性又は地域づくり
課「若者チャレンジ応援事業（ユースサポー
ト事業）」との統合について検討が必要

信州大学
荒井先生 P890

1 こども育成課
学習・交流・相談
スペース運営事
業

不登校や引きこもりの状態にある小中学生を対象
に、居場所の提供や学習支援を行うことで生活環
境や学習環境の改善を図るとともに、保護者に対
する相談・支援を行うもの

学校外の多様な教育機会として、「中間教
室」（教育委員会）、「フリーススクール」（民
間）があり、それぞれの棲み分けや統合に
ついて検討が必要

信州大学
荒井先生 P908

1 教育政策課
教育文化セン
ター再整備事業

教育文化センターを不思議を探り、持続可能な未
来を切り拓く、子どもと、大人、教職員が共に育つ
人材育成の拠点「学都ラボ」として再整備するもの

教職員等の人材育成の拠点「学都ラボ」と
しての再整備に係る費用は総額13億
7,000万円超の見込みである。想定する
費用対効果が適正か検討が必要

信州大学
荒井先生 P1674

1 学校教育課
トライやるエコス
クール事業（中
学校費）

特色ある学校づくりの一環として、地域の歴史、文
化、自然など特色ある素材の活用を図りながら、活
力ある学校の創出を目指すと同時に、学校教育に
おける環境教育の充実を図る。

事業内容が類似する生涯学習課「コミュニ
ティスクール事業」との統合に向けた検討
を加速させたい。

信州大学
荒井先生 P1721

1 学校教育課
トライやるエコス
クール事業（小
学校費）

特色ある学校づくりの一環として、地域の歴史、文
化、自然など特色ある素材の活用を図りながら、活
力ある学校の創出を目指すと同時に、学校教育に
おける環境教育の充実を図る。

事業内容が類似する生涯学習課「コミュニ
ティスクール事業」との統合に向けた検討
を加速させたい。

信州大学
荒井先生 P1743

1 学校教育課
高雄市との中学
生交流事業

松本市中学生の国際感覚の育成を目的とし、台湾
高雄市の４校と英語を用いて交流事業を行うも
の。 学校間交流（訪問受け入れは毎年、訪問は隔
年）及びOMF音楽交流（訪問受け入れを毎年）を実
施

高雄市との中学生交流事業について、高雄
市と松本市双方にとってメリットのある事
業になっているか検証が必要。定例慣習的
なものならば縮小も視野に入れた検討が
必要

信州大学
荒井先生 P1805

1 生涯学習課
青少年ホーム事
業

１５歳以上３５歳未満の青少年を対象に、利用者登
録手続を行うことで利用者の会会員となり、青少
年ホームの事業に参加ができ、自己研鑽、仲間・居
場所・キャリアづくりの推進を行う。

ニーズを捉え、費用対効果を意識した事業
見直しの検討が必要

信州大学
荒井先生 P1825

1 生涯学習課
コミュニティス
クール事業

学校と地域と家庭が、どんな子どもに育てたいか、
どんな地域にしたいか、という目標やビジョンを共
有しながら連携・協働する。
　特定の個人に依存しない地域住民・団体等が参画
するゆるやかなネットワークを形成しながら、持続
可能な活動の中で、子どもたちが身近な地域の大
人たちと関わりながら成長する仕組みをコーディ
ネートする。

事業内容が類似する学校教育課「トライや
るエコスクール事業」との統合に向けた検
討を加速させたい。

信州大学
荒井先生 P1851

1 博物館
博物館管理運営
事業

松本市全域を屋根のない博物館ととらえる「松本
まるごと博物館構想」のもと博物館施設（本館・１５
分館）の管理運営を行う。

入館者の少ない分館の運営にあたり、開館
日の見直し（土日のみ開館など）や施設縮
小・集約化も視野に入れた検討が必要

信州大学
荒井先生 P1920

1 博物館 博物館事業

１　松本市立博物館本館と分館１５館で、各施設の
特徴を生かした資料の収集・保管、調査研究、展示・
講座等を実施し、歴史・文化資産に対する市民の理
解を深めること。
２　平成１２年度に策定した松本まるごと博物館構
想に基づき、博物館が市民協働や博物館連携事業
を実施することにより、学びを通した「ひとづくり」
「まちづくり」を推進する。

令和５年１１月にオープンし、その後の取り
組み（博物館と松本市のブランディング、ア
ソシエイトプロデューサーによる運営支援
の導入など）の効果を検証し、今後の運営
に向けた検討が必要

信州大学
荒井先生 P1922

令和６年度　外部評価対象事業一覧【目次】
※政策分野順（P3参照）
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政策
分野

担当課 事業名 事業概要 外部評価の対象とした理由
R6外部
評価員

ページ

令和６年度　外部評価対象事業一覧【目次】
※政策分野順（P3参照）

2 福祉政策課
生活支援体制整
備事業

単身や夫婦のみの世帯、認知症高齢者等が増加す
る中、医療や介護サービス等の公的サービスでカ
バーできない部分を地域住民が主体性をもって地
域課題に向き合い、多様な日常生活上の支援体制
の充実と強化、および高齢者等の社会参加を一体
的に推進することができるよう、介護保険法に基
づき、第２層の生活支援コーディネーターを３５地
区の地域づくりセンターに配置するもの

第２層生活支援コーディネーターの活動に
ついて、地区ごとにばらつきがあると聞い
ており、３５地区すべてに必要か効果検証
が必要。
また、活動の内容についても、地域福祉活
動推進事業の支援団体や介護予防活動支
援事業のいきいき百歳体操、フレイル予防
など他の事業と類似していると考えられる
部分もあるため、事業の整理が必要。

松本大学
松商短期大学部

廣瀨先生
P388

2 生活福祉課
奈川社会就労セ
ンター管理事業

社会福祉法第２条第２項第７号に規定される社会
事業授産施設。身体的精神的理由や世帯の事業に
より就業能力の限られている者に対して、就労又は
技能の習得のために必要な機会及び便宜を提供
し、自立助長を図ることを目的としている。

廃止の方向で検討を進めているため、方針
の妥当性等も含めて評価いただきたい。

松本大学
松商短期大学部

廣瀨先生
P435

2 高齢福祉課
高齢者福祉入浴
事業

高齢者の健康増進と交流促進を目的として、７０才
以上の高齢者が市内の公衆浴場等を利用する場合
の料金を助成することで、高齢者福祉の増進を図
るもの

事業廃止の方向で進んでいたものの、手法
を変えて継続となった経過あり。このため
新手法による事業推進について検討が必
要。

松本大学
松商短期大学部

廣瀨先生
P494

2 高齢福祉課
地域包括ケアシ
ステム構築事業

高齢者が住み慣れた住まいや地域で、尊厳のある
生活を可能な限り継続できるように、「医療・介護」
と、「生活支援・介護予防」の連携により実現を目指
すもの

令和５年度から介護と医療の連携支援室
は直営実施になったことから、新手法によ
る事業推進について検討が必要

松本大学
松商短期大学部

廣瀨先生
P581

3 地域づくり課
地域づくり推進
事業

地域、行政、ＮＰＯ・市民活動団体、大学、企業等の
多様な主体による協働体制の構築や地域活動への
支援の充実等により、３５地区の特色を生かした住
民主体の「松本らしい地域づくり」を推進するもの

令和５年度をもって第一弾目のモデル事業
が終了となり、地域支援の手法も新たな局
面に入ることが予想されるため、今後の方
針について検討が必要

松本大学
尻無浜先生 P116

3 地域づくり課
若者チャレンジ
応援事業

趣旨
若者自らが「まちの魅力の向上」及び「地域の課題
解決」に向けて挑戦する提案事業に対して市が財政
的な支援を行い、若者の主体的な社会参画を推進
するもの

目的
これまで地域との関りが希薄とされていた若者層
への働きかけを強化
財政的支援・伴走支援により若者のチャレンジを応
援
若者の主体的な社会参画を推進
若者ならではの独創性を活かした、協働のまちづく
りへ

事業（補助金）の効果が、特定の団体に対す
る一過性のものとならないよう、交付後も
該当団体や関係する人、地域に効果が持
続、波及するような仕組みづくりについて
検討が必要。
また、こども育成課「補助金（児童福祉総務
費）」と統合について検討が必要。

松本大学
尻無浜先生 P132

3 地域づくり課
地域づくりセン
ター強化モデル
事業

３５地区の地域づくりセンター強化に向けて、セン
ターの人員体制、権限、財源等を拡充する一連の取
組みをモデル４地区において試行し、効果等の検証
を行うもの

令和５年度をもって第一弾目のモデル事業
が終了となり、地域支援の手法も新たな局
面に入ることが予想されるため。今後の方
針について検討が必要。

松本大学
尻無浜先生 P134

4
環境・地域エネ
ルギー課

環境基本計画推
進事業

市民の環境保全意識を高めるため、地域の環境資
源を活用した自然観察会や学習会、小中学校での
環境学習、園児や小学生を対象とした参加型環境
教育などを実施し、環境マインドの醸成を図るもの

「ｅｃｏオフィスまつもと認定事業」につい
て、今の手法（表彰など）が効果的なＰＲと
ゼロカーボン推進となっているか検討が必
要

信州大学
小林先生 P746
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政策
分野

担当課 事業名 事業概要 外部評価の対象とした理由
R6外部
評価員

ページ

令和６年度　外部評価対象事業一覧【目次】
※政策分野順（P3参照）

4 森林環境課
カラマツ材販路
拡大事業

市内の民有林の主要樹種であるカラマツが伐期を
迎えているが、主な用途は合板材料となっている。
このカラマツ材の建築主要部材等への用途を拡大
し、有用な地域資源として、地域の林業振興を図る
もの

　また「伐って」「使って」「植えて」「育てる」という適
正な森林の循環（資源の循環利用）を確立するた
め、森林整備を進めるもの

カラマツ材の普及や利用拡大にあたって
は、市民や工務店のニーズを把握した上
で、今後は事業規模の縮小なども視野に入
れた検討が必要

信州大学
小林先生 P828

4 森林環境課 森林整備事業
市内の森林の水源かん養・山地災害防止等の多面
的機能を十分に発揮させ持続できるよう、松本市
森林整備計画に基づき森林整備を図るもの

「カラマツ材販路拡大事業」の見直しとセッ
トで、事業効果を見極めて今後の継続性を
判断していく必要がある。

信州大学
小林先生 P832

4 森林環境課
林業施設管理事
業

林業関連施設の維持管理を行うほか、観光や交流
に関する施設は、施設の有効活用を図るとともに、
市外からの利用者を含めた地域住民との交流や自
然との触れ合いを深める。

「四賀環境学習の森」について、現指定管理
期間が終了する令和７年度末までには、用
途廃止を含めた方向性の決定が必要

信州大学
小林先生 P838

5
お城まちなみ
創造本部

歴史まちづくり
事業

松本市歴史的風致維持向上計画における重点区域
内の歴史的建造物の保全・活用によるまちの魅力
向上を図るため、対象建造物の維持に必要な啓発
活動などを行うもの

松本市近代遺産登録が保存に繋げること
ができているか検証が必要。
また、近代遺産登録調査や、所有者からの
相談対応や建造物滅失防止に向けた技術
的支援アドバイザー派遣の取組み実施が３
年間実績０件であることから、事業として
の必要性について検討が必要。

信州大学
勝亦先生 P76

5 耕地課
農村公園管理事
業

農村地域における地域住民のコミュニティづくりを
図るために整備した農村公園の維持管理を行うも
の

農村公園の設置目的及び現在の利用状況
に照らし、早急な公園機能の整理が必要

信州大学
勝亦先生 P1162

5 公共交通課
路線バス公設民
営事業

行政が路線バスの新しい制度設計や効率的な路線
の再編、運賃体系などを設計（マネジメント）し、民
間事業者が運行業務やサービスの提供を行い、将
来にわたって持続可能な公共交通を維持確保する
もの

バスを利用しない市民がバスの運行経費
を負担する制度であるため、高い説明責任
が求められる。市民目線による利便性向上
だけでなく、経営的な目線から費用対効果
を検証していく必要がある。

信州大学
勝亦先生 P1405

5 公園緑地課
美しいまち松本
づくり事業

花いっぱい運動発祥の地として、市民が地域や自
宅で花や緑を装飾し、育てる活動を推進するもの

現状では、花いっぱい運動を盛り上げる事
業展開が難しいように思える。単に「花を
いっぱいにする会」への財政支援や花壇改
修等に留まるのであれば、事業縮小も視野
に入れた検討が必要。

信州大学
勝亦先生 P1583

5 公園緑地課 緑対策事業
緑化活動と花いっぱい運動が調和する取組みを行
い、市街地における緑陰スペース等の創出を行う
もの

全市的に実施するのではなく、小さな単位
で出前講座的に実施するなどの手法の転
換が必要

信州大学
勝亦先生 P1588

5 住宅課 空き家対策事業

松本市における空き家対策を総合的かつ計画的に
推進し、空き家の増加抑制を図る。管理が適切に行
われておらず、周辺に悪影響を及ぼしている空き
家に対し、空家特措法に基づく措置を行い、市民の
生命、財産の保護と、生活環境の保全を図る。

行政だけでは限界があると感じる事業で
あるため、官民連携の視点から、事業方針
について評価いただきたい。

信州大学
勝亦先生 P1615
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政策
分野

担当課 事業名 事業概要 外部評価の対象とした理由
R6外部
評価員

ページ

令和６年度　外部評価対象事業一覧【目次】
※政策分野順（P3参照）

6 商工課 商業振興事業
松本市商業ビジョン（R元年度～R10年度）に基づ
き、中心市街地の活性化並びに松本市全体の商業
振興を図る。

行政と商工会議所の役割分担は、現状が
適当か確認し、行政の担うべき役割に重点
を置いた事業推進、また、パルコ撤退を踏
まえた新たな視点での事業推進が求めら
れる。

信州大学
林先生 P1036

6 商工課
工場団地管理事
業

市内の工業団地の適切な維持・管理を行い、産業振
興に寄与するもの

築後50年近くが経過しており、公の施設
としての機能・必要性について、廃止も視
野に入れた検討が必要

信州大学
林先生 P1043

6 農政課
クラインガルテ
ン関連施設管理
事業

クラインガルテンを利用する都市住民と地区の住
民が交流することで、地域の活性化及び美しい景
観と環境を活かした魅力ある地域を創造するもの

大規模改修を含む計画的な修繕を実施す
る前に、今後の施設の在り方について検討
が必要

信州大学
林先生 P1093

6 労政課
ものづくり人材
育成事業

平成24年に松本市で開催された技能五輪全国大
会を契機に、次代に繋がる人材育成施策として、市
内の学校、企業、労働団体及び行政等で構成する
連絡会を設立し、若年者の人材育成や地元への就
職、定着を支援するもの

技能五輪から10年以上が経過し、ものづ
くりを取り巻く状況が変化していることか
ら、小中学校や関連企業等を通じたニーズ
の把握を行い、現状に即した事業となるよ
う検討が必要

信州大学
林先生 P1186

6 労政課 雇用対策事業
地元企業への就職・定着を図るほか、多様な人材の
確保を支援するもの

「新社会人激励のつどい」及び「労政まつも
と」の必要性について検討が必要

信州大学
林先生 P1192

7
アルプスリゾー
ト整備本部

アルプスエリア
観光施設事業

アルプスエリア（上高地・沢渡・白骨・乗鞍・奈川）に
設置されている観光施設等の維持管理を行うもの

山間部の指定管理施設の利用率等、今後
の施設存続について、存続が必要か検討が
必要

松本大学
畑井先生 P84

7
アルプスリゾー
ト整備本部

野麦峠スキー場
管理事業

市民等のウィンタースポーツの振興、地域の活性化
及び雇用の創出を図るため、野麦峠スキー場の更
なる利用促進に取り組むもの

施設存続の必要性について、どのような観
点から検討すべきか、外部の視点からの意
見を取り入れた検討が必要

松本大学
畑井先生 P103

7
観光プロモー
ション課

観光施設営繕事
業

市内の所管観光施設の修繕、営繕工事を行い、利
用者が安全に安心して利用できるよう施設等の維
持管理を行う。

時代の変化を受け、公営浴場の必要性につ
いて再検討し、民間で運営が可能な施設は
売却し、そうでない施設は将来的に廃止し
ていく必要がある。

松本大学
畑井先生 P1222

7 文化振興課
波田文化セン
ター管理運営事
業

西部地域の文化芸術活動の拠点施設として、市民
の文化芸術の振興と福祉の増進を図るため、波田
文化センターの適正な維持及び管理運営を行う。

施設の設置目的及び利用状況に照らし、廃
止も視野に入れた施設のあり方の検討が
必要

松本大学
畑井先生 P1264

7 文化振興課
松本まちなか
アートｐｒｏｊｅｃｔ
事業

　市内で行われている様々なアート活動を、1つの
プラットフォームに融合させ、より多くの人々（市民
及び観光客）に発信することで、日常生活の中で文
化芸術に触れる機会を増やし、まちに魅力と賑わ
いを創出させる。

「日常（まちなか）でアートが感じられる」と
いう事業目標に対し、単発的な事業になっ
ていることから、大きな見直しが必要

松本大学
畑井先生 P1271
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政策
分野

担当課 事業名 事業概要 外部評価の対象とした理由
R6外部
評価員

ページ

令和６年度　外部評価対象事業一覧【目次】
※政策分野順（P3参照）

7 美術館
美術館管理運営
事業

市民の芸術文化の振興を図り、文化の薫り高い豊
かな生活に資するため、美術館が目指す４つの柱
（鑑賞・表現・学習・交流の場）を踏まえた管理運営
を実施するもの

市民が低額で観覧できる措置は継続しつ
つ、市民以外の来館者からは、収蔵作品等
に見合うだけの観覧料を徴収し、維持管理
に充てるなど、観覧料の妥当性について検
討が必要

松本大学
畑井先生 P1315

7 美術館
アカデミア館管
理運営事業

市民の芸術文化の振興を図り、文化の薫り高い豊
かな生活に資するため、松本市西部地域の拠点と
して、市民の鑑賞・表現・学習・交流の場の創造を目
指すもの

年間の観覧料収入が120千円に対し、ギャ
ラリー使用料が700千円であり、現状のま
ま本施設を西部地区における文化・芸術の
拠点として据え続けるには厳しい状況であ
る。
費用対効果の観点から、効率的な美術館と
の一体管理・運営のあり方について検討が
必要。

松本大学
畑井先生 P1320

7
スポーツ事業
推進課

学校体育施設開
放事業

学校教育に支障のない範囲で学校体育施設を計画
的に開放し、社会体育の振興と市民の健康増進を
図るもの

市民の利便性を考慮し、業務の一元化に向
けて検討を加速させる必要がある。

松本大学
畑井先生 P1336

7
スポーツ事業
推進課

補助金（スポー
ツ振興費）

市民がスポーツに参加する機会やスポーツを通じ
た交流の機会の創出、市民スポーツ活動への支援
を目的として各種団体等に補助を実施

ジュニアスキー育成補助金は合併旧村から
引き継いだものと思われるが、特定地域の
特定競技に対する補助は、そのあり方を見
直す時期にきていると思われる。

松本大学
畑井先生 P1339

7
スポーツ施設
整備課

スポーツ施設管
理運営事業

市内スポーツ施設（８７施設）の故障、破損、経年劣
化及び各種法令等に基づく改修、整備を行い、利用
者が安心して利用できる環境整備を進めるもの。
指定管理者制度を導入しながら、効率的かつ効果
的な管理運営を進めている。

施設集約化に向けた検討が必要
松本大学
畑井先生 P1353

- ＤＸ推進本部
ＡＩ／ＲＰＡ活用
促進事業

AI/RPAの利活用により定型・単純作業を自動化
し、業務効率化が期待される。それに伴い本来職員
が集中すべき相談業務へのシフトなど、人的資源の
再配置及び住民サービスの向上が可能となる。

庁内でのＡＩ・ＲＰＡは、思うように進んでい
ないように見受けられる。全庁的な事務効
率化の要となる事業であることから、ＡＩ・
ＲＰＡを全庁に普及できるような取組みの
推進について検討が必要。

信州大学
林先生 P36

- 職員課 職員研修事業

松本市人材育成基本計画に定める「目指す職員
像」、「果たすべき役割」、「求められる能力」の実現
に向けて研修を実施するもの

専門性の高い業務が増えてくる中で、スペ
シャリスト・ゼネラリストそれぞれの人材育
成を計画立てするなど、研修制度の見直し
が必要

松本大学
畑井先生 P233
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 05

事業１ 一般企画関係費

その他（行政運営全般） 款 02 事業２ 一般企画関係費

その他 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

その他

その他（行政運営全般）

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

総合戦略室

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

維持

コスト

連絡先 34-3274

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

企画及び調整に係る一般企画事務については、遅滞なきよう計画的に執行する。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

一般企画関係事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

総合戦略局・総合戦略室が取り組む姿勢の総合的調査研究、企画及び調整等
に係る一般企画関係事務 



内容 

１　県市長会総会、副市長・総務担当部長会議出席及び議題取りまとめ等 

２　事務報告書データ作成（地方自治法第233条第5項の規定に基づく「決算
に係る各部門の主要な施策の成果」） 

３　松本市過疎地域自立促進計画の進行管理等 

４　松本広域連合、連合町会、参事会出席等 

５　中核市市長会、総会出席及び庁内連絡調整等 



１～５に係る事業費 

・出張旅費、名刺印刷製本費 

・事務報告書データ作成委託料 

・各種負担金 

　中核市市長会負担金、松本広域連合負担金、全国過疎地域連盟負担金、会
議出席負担金（県市長会副市長総務部長会議）等 






効率指標
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

効率指標

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

604 604 1,208 1,208

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価

0

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

36,430

令和　２年度 決算

42,347

36,430

0

5,917

0

0

令和　３年度 決算

42,019

36,102

0

0

0

5,313

7,590

36,102

5,917

5,313

0.700

604

0.700

0

0

0

34,186

0

0

0

0

0

0

0

0.700

0

0

5,313

0

0

34,186

5,917

0

0

36,148

5,003

3,795

1.200

0

0

0

0

3,795

1.400

38,620

5,003

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

43,623

38,620

0

令和　４年度 決算

40,103

令和　５年度 決算

41,151

36,148

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 05

事業１ ユニバーサルデザイン推進事業費

その他（行政運営全般） 款 02 事業２ ユニバーサルデザイン推進事業

その他 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

その他

その他（行政運営全般）

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

総合戦略室

②

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成17年度 ～

根拠法令要綱 松本市ユニバーサルデザイン推進基本方針

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 0263-34-3274

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・庁内のユニバーサルデザインの取組推進の働きかけを実施の上、進捗状況を把握。松本市ユニバーサルデザ
イン推進会議において報告を行い、聴取した意見を庁内で共有し、更なる推進を図る。 

・コロナ禍が明け、まつもとユニバーサルデザイン研究会の活動が活発になってきたため、会の活動への参加
や意見交換会を実施して、ユニバーサルデザインの実情の把握と市の方針の共有を行っていく。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

市民意識調査において「違いを認め合い、個性を大切にし
ている」と回答した人の割合

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

ユニバーサルデザイン推進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　誰もが安全で、安心して暮らすことのできる「ユニバーサルデザインのま
ちづくり」を推進するため、行政、市民、民間団体、事業者等が協働して、
ユニバーサルデザイン（ＵＤ）の考え方の普及を図るもの 



内容 

⑴　松本市ユニバーサルデザイン推進基本指針に基づくユニバーサルデザイ
ンの取組推進を図るため、庁内の進捗管理を実施 

⑵　松本市ユニバーサルデザイン推進会議（令和６年３月13日開催） 

　ア　松本市の取組状況を報告し、市民・企業での取組みについて検討 

　イ　会議における委員の指摘を一覧にして、庁内関係課に共有。必要に応
じて進捗に係る部局横断的な調整を実施 

⑶　（一社）まつもとユニバーサルデザイン推進研究会の活動支援 

まちづくり、ＳＤＧｓ、ＵＤ製品づくりなどの各委員会活動に対し、補助金
を交付（６０万円）。研究会が実施するセミナーへの参加、意見交換会を実
施し、市の方針と会の活動内容を共有 


効率指標

小中学校のトイレ洋式化・多目的トイレ設置工事実施数

まつもとユニバーサルデザイン研究会との会議開催・活動
への参加（回数）

①

14



【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

4.000 5.000

29.000 39.00030.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

2.000

1.000

80.500

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

令和　７年度

成果指標

令和　７年度

効率指標

14.000

その他

2.000 4.000

0.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

0.000 0.000 85.000

単位

校

回／年

％

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

0%

活動指標の増減維持理由

0

0

74%

80%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

140

令和　２年度 決算

3,176

140

0

3,036

0

0

令和　３年度 決算

3,686

650

0

0

0

3,036

7,590

650

3,036

3,036

0.400

0

0.400

0

0

0

27

0

0

0

0

0

0

0

0.400

0

0

3,036

0

0

27

3,036

0

0

636

3,036

3,036

0.400

0

0

0

0

3,036

0.400

690

3,036

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

3,726

690

0

令和　４年度 決算

3,063

令和　５年度 決算

3,672

636

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　老朽化・狭隘化等の問題を抱える現庁舎を建て替えることで、将来に
わたり、来庁者や職員の安全安心を確保し、継続して行政サービスが提
供できる環境を整えるとともに、デジタル化やまちづくりの進展に合わ
せ、時代に即した、市民に身近な市役所づくりを目指すもの。 



内容 

１　令和５年度の取組み 

　　議員協議会における意見等を踏まえ、見直しを行い、市民目線から 

　見た「分散型市役所が目指すもの」を整理して、改めて議員協議会で 

　協議（継続協議と集約） 

　※見直しの内容 

　　⑴　対面とオンラインを組み合わせた総合窓口を設置することで、 

　　　質の高い行政サービスを提供 

　　⑵　バックオフィス機能は、業務の効率性等の面から、できる限り 

　　　本庁舎に一体的に整備 

　　⑶　南松本に配置する行政機能は、保健所を柱として、窓口など必 

　　　要な機能に絞り、配置する職員数などは別途検討 




効率指標

事業進捗率（事業期間ベース）

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

新庁舎建設事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　現庁舎の老朽化を前提に実施するものであり、早期の事業着手を目指し、様々な観点から多角的に検討
を行い、新庁舎建設への理解を深められるような取組みを進める。 

　事業推進に当たっては、議員協議会や市民への丁寧な説明を心掛け、市民に身近な市役所づくりを目指
すとともに、事業の目的である来庁者や職員の安全安心を確保するため、早期建替えを目指す。

○

連絡先 34-3274

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別平成28年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

総合戦略室

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

５都市基盤・危機管理

５－１１将来にわたる公共インフラの整備

前年度の結果

事業１ 新庁舎建設事業費

５－１１将来にわたる公共インフラの整備 款 02 事業２ 新庁舎建設事業

５都市基盤・危機管理 予
算
事
業

会計

事業３ 庁舎建設基金積立金

目 05

16



【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

令和２年度以降、建設計画の見直しに伴い、事業費は基金利子分のみとなっている

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

7,004

2,450

0

令和　４年度 決算

4,267

令和　５年度 決算

5,170

2,134

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

3,036

0.400

0

0

0

2,450

4,554

0.600

0

4,554

0

2,277

0

2,134

0

3,036

0

0

0.300

0

0

2,277

0

3,278

0

1,990

0

0

0

0

1,990

0

15,180

15,180

2.000

0

2.000

0

0

令和　３年度 決算

18,458

3,278

0

0

0

15,180

7,590

0

令和　２年度 決算

19,471

4,291

0

15,180

0

4,291

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

36%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

令和２年度以降、建設計画の見直しに係る協議中であり、事業進捗が止まっている。

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

％

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

36.400

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

36.400

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｃ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

36.40036.400 100.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

松本市基本構想２０３０の実現に向け、民間企業等との共創推進体制の構築
と、実践を通じた調査研究を行うもの 


 

内容 

１　地域課題・行政課題の解決に向けた民間企業との共創の検討 

　⑴　官民連携のため、「共創」の定義や事業目的等を改めて整理し、
    庁内の共有を進める。 

　⑵　令和４年９月に包括連携協定を締結したセイコーエプソン株式
　　会社と、地域課題の解決に向けた共創事業を推進 

　　ア　令和５年１１月に、協定締結から１年間の活動をレビュー。
　　　報道等を通じ、共創事業の進捗を発信 

　　イ　テレビ会議設備によるリモートオフィスの検証結果を整理し、
　　　出先機関への展開等、更なる活用に向けた調整を実施 

　　ウ　ぺーパーラボで作成した用紙について、小中学校での活用に
　　　向け、学校教育課を通じて校長会へ働きかけるなど、新たな活
　　　用の可能性を検討 



２　企業版ふるさと納税を契機とした民間企業との共創の仕組みを検討 

　⑴　国や県が主催する企業版ふるさと納税のマッチング会へ参加
　　　（１課２事業） 

　⑵　企業がより具体的なイメージを持って寄付先を検討できるよう、
　　松本城関連事業を始め、特に注力する事業を掲載するなどＰＲを
　　強化（市ホームページ及び内閣府ポータルサイトの内容を刷新） 




効率指標

連携事業の累計設定数

① 企業版ふるさと納税寄附件数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

民間企業との共創促進事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・より複雑化・多様化している地域課題・行政課題に対して、民間企業との共創は不可欠。総合的な調整役と
して、庁内全体の民間共創の推進を図っていきたい。 

・企業版ふるさと納税を民間共創事業や関係人口の創出のチャンスと捉え、ＰＲ活動の強化が必要と考える。 

・「共創」に係るポートフォリオや効果的な推進のためのロードマップ作成の検討が必要。また、進捗を評価
するための有効性の高い指標も必要。 

・

○

連絡先 0263-34-3274

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別平成30年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

総合戦略室

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

その他

その他（行政運営全般）

前年度の結果

事業１ 民間企業との共創促進事業費

その他（行政運営全般） 款 02 事業２ 民間企業との共創促進事業

その他 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 05
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

新型コロナウイルス感染症拡大の影響もあり、令和２年度以降は、現地での連携推進が図りづらい状況が続き、事業費（旅費）の執行がな
かった。テレビ会議等を活用した打合わせの実施や、地元企業との連携強化など、着実な推進を図りたい。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

1,568

50

0

令和　４年度 決算

1,518

令和　５年度 決算

1,518

0

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

1,518

0.200

0

0

0

0

1,518

0.200

50

1,518

0

1,518

0

0

0

1,518

0

0

0.200

0

0

1,518

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1,518

1,518

0.200

0

0.200

0

0

令和　３年度 決算

1,518

0

0

0

0

1,518

7,590

0

令和　２年度 決算

1,518

0

0

1,518

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

民間との共創は、これからの行政に欠かすことのできないものであり、総合的な調整役として、庁内全体の民間共創の推進に貢献できてい
る。

一次評価 A

成果指標の増減維持理由

・企業版ふるさと納税に対する企業の注目度の向上、マッチング会への参加や市ホームページ等を活用などのＰＲ活動推進により、安定的
に寄附の受入れを行っている。

活動指標の増減維持理由

・セイコーエプソンとの包括連携協定締結を契機に、連携事業の創出・進捗が図ることができている。

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

市の目指す姿に大きく貢献する事業

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

件／年

①

②

①

②

③

①

単位

件／累計

対象指標

活動指標

4.000 3.000 0.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

4.000

その他

3.000

令和　７年度

成果指標

令和　５年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

2.000

4.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

10.0006.000 0.000

19



事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

      

事業３ 事務費等

目 05

事業１ 総合計画（総合戦略）推進事業費

その他（行政運営全般） 款 02 事業２ 総合計画（総合戦略）推進事業

その他 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

その他

その他（行政運営全般）

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

総合戦略室

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 3年度 ～ 令和12年度

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

維持

コスト

連絡先 0263-34-3274

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・地方創生の取組検証機関として、松本「シンカ」推進会議は継続開催

・シンクタンク機能として、市の具体的な取組みにつながる市政課題の検討や、令和６年度から着手する
第１２次基本計画策定に関しても本会議の活用を図る。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

市民意識調査において「様々なことにチャレンジしてい
る」と回答した人の割合

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

総合計画（総合戦略）推進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的

　各界各層の知見を有する委員で構成する松本「シンカ」推進会議の開
催等を通じ、総合計画（基本構想２０３０・第１１次基本計画）の着実
な進捗と市民への浸透及び啓発を図るもの



内容

１　松本「シンカ」推進会議

　⑴　委員

　　　１８名（学識経験者及び市民で構成）

　　　座長：清泉女子大学　教授　山本達也

　⑵　会議内容

　　ア　総合計画に基づく各部局の個別施策の実効性を高めるための助
      言、意見交換など

　　イ　第２期松本版地方創生総合戦略の取組みに対する意見聴取

　　　　※地方創生（デジタル田園都市国家構想）の取組評価機関を兼
　　　ねる。

　⑶　令和５年度の実施状況

　　　第１回（Ｒ５．７．３）…令和４年度の地方創生の取組み検証、
　　　　　　　　　　　　　　　令和５年度会議の進め方

　　　第２回（Ｒ５．１２．４）…「自然×シンカ」のテーマに基づく
　　　　　　　　　　　　　　　　グループワーク

　　　第３回（Ｒ６．３．７）…第２回会議を踏まえた再検討



２　「三ガク都」松本シンカ推進基金

　　令和４年度以前積立分２，５００万円＋利子分２，５１３万円につ
　いて、全額取り崩し令和５年度事業に充当

　　（ＤＸ推進関連、子育て支援施設整備）



効率指標

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

42.500

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

令和　７年度

効率指標

その他

0.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

0.000 0.000 60.000

単位

％

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

300 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

0%

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

21,336

20,280

0

0

0

0

7,590

180

1,056

756

0.100

0

0.000

0

0

0

5,330

0

0

0

0

5,000

0

0

0.200

0

0

1,512

0

20,100

330

1,512

0

15

195

2,277

2,277

0.300

0

0

0

0

2,277

0.300

6,990

2,277

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

9,267

6,990

0

令和　４年度 決算

6,842

令和　５年度 決算

2,487

210

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

令和５年度中に寄附のあった企業版ふるさと納税については、令和５年度事業に充当し、基金積立を行わなかったため

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 委託料

目 19

事業１ 業務システム事業費

その他（ＤＸ・デジタル化） 款 02 事業２ 内部事務システム運用事業

その他 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

なし

その他

その他（ＤＸ・デジタル化）

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

廃止今後の実施方向性

会計種別

総合戦略室

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 5年度 ～ 令和 5年度

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 0263-34-3274

ＤＸ推進本部

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

実施計画のシステム運用開始に当たり実施したカスタマイズであるため、令和５年度で完了

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

システム間事業連結進捗率

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

内部事務システム運用事業（総合戦略室）

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

庁内で職員が利用するシステムについて、調達及び管理を一元化し、コ
ストの最適化と運用の平準化を図るもの 

財務会計システムの内、予算編成系と評価系（実施計画・行政評価）の
事業連結に係る課題解決や庁内各課の入力業務の効率化を目的に、一部
機能のカスタマイズを実施するもの 

（庁内全体の内部事務システムの運用事業はＤＸ推進本部で実施） 


 

内容 

１　カスタマイズの内容 

⑴　評価系（実施計画、行政評価）と編成系（予算編成）の事業連結登
　録時に、編成系の事業名が事務事業を特定できない形で表示されるた
　め（事務費等、委託料など）、事務事業名称を含めた表示とし、事務
　事業名での検索機能を追加 

⑵　実施計画要求時に、積算内訳（予算科目）と事業費及び財源内訳
　（金額等）の入力内容をリンクする機能を追加 

⑶　実施計画要求時に、事業の概要入力時などに文字数入力制限機能を
　追加 



２　事業の効果 

⑴　事務事業名称を軸に事業の検索を行うことが可能となり、職員側で
　の事業連結登録が可能となる。 

⑵　令和４年度中に、現事業者が用意したテストデータを元に検証を行
　い、令和５年６月から運用を開始 


効率指標

カスタマイズ進捗率

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

100.000 100.0000.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　５年度

成果指標

令和　５年度

効率指標

0.000

その他

0.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

100.000 0.000 100.000

単位

％

％

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

100%

活動指標の増減維持理由

令和５年度中に実施予定のカスタマイズ完了

0

0

100%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

カスタマイズにより、事業連結作業が可能となった。令和５年度実施予定分は、完了

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

6,379

1,518

1,518

0.200

0

0

0

0

0

0.000

0

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

0

0

0

令和　４年度 決算

0

令和　５年度 決算

7,897

6,379

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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秘書広報室 

 
次長 坂上 浩美 
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

行政を運営するうえで有益な情報を収集することを主な目的として、全国市
長会をはじめとした各種団体に負担金を支払うもの 



内容 

１　全国市長会負担金　915,000円 

　　全国各市間の連絡協調を図り、市政の円滑な運営と進展に資し、 

　地方自治の興隆繁栄に寄与するもの 



２　長野県市長会負担金　2,259,000円 

　　県下各市間の連絡調整を図り、都市行政に関する諸般の事項を 

　調査・研究し、自治の改善振興を期するもの 



３　内外情勢調査会負担金　198,000円 

　　全国の企業や諸団体のトップの講演や資料提供により、国内外の 

　情勢について知識の向上と理解の増進を図るもの 



４　会議出席者負担金　79,000円 

　　北信越市長会総会や長野県市長会総会等諸会議に出席するにあたり 

　支出するもの 


 効率指標

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

負担金（一般管理費）

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・全国市長会：すべての都市の市長と特別区の区長によって組織されている。全都市に共通する課題等につい
て調査研究を行い、国や政府への働きかけを行うなど、加入は不可欠である。 

・長野県市長会：県内19市の市長によって組織されて、加入は不可欠である。 

・内外情勢調査会：全国各地の企業経営者や諸団体のトップ会員として入会している。会員への講演活動や資
料提供により、国内外の諸情勢について知識の向上が図られている。

○

連絡先 34-3200

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

秘書広報室

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

その他

その他（行政運営全般）

前年度の結果

事業１ 負担金

その他（行政運営全般） 款 02 事業２ 負担金

その他 予
算
事
業

会計

事業３ 全国市長会

目 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

3,712

3,712

0

令和　４年度 決算

3,429

令和　５年度 決算

3,631

3,631

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

0

0.000

0

0

0

0

0

0.000

3,712

0

3,429

0

0

0

3,631

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

3,429

0

0

0

0

0

3,265

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

3,265

3,265

0

0

0

0

7,590

3,405

令和　２年度 決算

3,405

3,405

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度 達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

市長、副市長の円滑な業務遂行の補助 

姉妹都市間相互の連携・協力関係の構築 

市勢発展に功績のあった者又は団体を表彰し、功績を称賛 



内容 

１　市長、副市長の秘書に関する業務 

　⑴　日程管理 

　⑵　会議や行事出席の準備 

　⑶　随行 

　⑷　来客対応 

　⑸　儀礼交際 

　⑹　市長の資産公開 

　⑺　情報発信のための情報収集 



２　国内姉妹都市に関する業務 

　　姉妹都市提携10年ごとの節目に、記念行事を開催 



３　褒賞及び表彰に関する業務 

　⑴　表彰式典を開催し、市民活動などにおいて、顕著な功績が 

　　あった個人や団体を表彰 

　　・松本市民祭表彰式典　令和５年１１月３日（金） 

　　・表彰内容 

　　　　特別有功者　1名 

　　　　有功者　　　3名 

　　　　功労者　　 22名 

　　　　善行者　　　4名 

　　　　顕彰　　　 11名 

　⑵　社会の発展や福祉の向上その他各般にわたり貢献のあった方の 

　　叙勲、表彰等について、国・県に具申 




効率指標

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

秘書業務事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・儀礼や栄典といった従来の秘書業務に加え、戦略的な情報発信をするための効率的な情報収集が求められて
いる。 

・表彰については、功労のあった市民を漏れなく表彰できるよう、幅広い分野において情報収集に努めること
を各所管に働きかけていく。 ○

連絡先 34-3200

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

秘書広報室

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

その他

その他（行政運営全般）

前年度の結果

事業１ 秘書業務費

その他（行政運営全般） 款 02 事業２ 秘書業務費

その他 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

28,250

2,460

0

令和　４年度 決算

27,424

令和　５年度 決算

27,777

1,987

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

22,770

3.000

0

0

0

0

22,770

3.000

2,460

25,790

1,634

25,790

0

0

1,987

25,790

0

0

3.000

0

0

22,770

0

0

0

1,634

0

0

0

0

0

1,407

33,380

30,360

4.000

3,020

4.000

0

0

令和　３年度 決算

34,787

1,407

0

0

0

30,360

7,590

1,855

令和　２年度 決算

35,235

1,855

0

33,380

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

3,020 3,020 3,020 3,020

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度 達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 広報業務費

その他（行政運営全般） 款 02 事業２ 広報業務費

その他 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

その他

その他（行政運営全般）

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

秘書広報室

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

維持

コスト

連絡先 34-3271

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

・LINEを主要な情報発信媒体に位置付け、機能強化を図っている。今後はさらに個人のニーズに合った情報配
信となるようセグメント分類の見直しを検討する。 

・YouTube動画によるわかりやすい情報発信の強化に伴い、CATVの市政番組で再編集した動画を放送すること
で、インターネットを使わない方も視聴できるようになった。 

・市ホームページ「地域の掲示板」に町会配布物をデジタルで閲覧できる環境を整備。活用の周知に努める。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

ＬＩＮＥ友だち登録者数

② ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル登録者数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

広報業務事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　個々の求めるニーズに合った情報発信を行い、時間や場所を問わず、欲し
い情報を入手できる仕組みを作る。同時に、デジタル弱者へ配慮した取組み
を進める。 



内容 

【R5年度の取り組み】 

１　LINEのサービス拡充 

　・ツバメ生息調査（H30：186件→R5：1,279件） 

　・道路損傷通報（R4：452件→R5：1,266件） 

　・防災メニュー拡充、病児病後児保育予約など 

２　CATV市政番組とYouTube市公式チャンネルの内容が重複していたため、 

　　YouTubeを再編集し放送（制作委託料：533千円減） 

３　YouTubeを収益化（広告料収入：約250千円） 

４　YouTubeに市ゆかりの著名人を起用するなど内容を充実 

　 （R5登録者約1,600人増） 



参考：広報業務一覧 

１ インターネット 

　・市ホームページ 

　・市公式SNS（X、Facebook、Instagram、LINE、YouTube） 

　・広報紙アプリ（マチイロ、カタログポケット） 

２　テレビ（テレビ松本、あづみ野テレビ） 

　・市長定例記者会見、市議会中継等 

　・市政番組、行政チャンネル 

３　市政広報ラジオ番組（FMまつもと、SBC、FM長野） 

４　広報紙「広報まつもと」　 

５　市長定例記者会見 

６　報道機関へのプレスリリース 


効率指標

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

68,139.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

2,491.000

③

①

令和　７年度成果指標

令和　８年度

4,279.000

効率指標

その他

69,474.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

78,189.000 120,000.000 200,000.000

5,887.000 6,000.000 7,000.000

単位

人

人

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

6,040 6,040 6,040 6,040

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

39%

84%

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

87,391

令和　２年度 決算

128,429

90,704

0

37,725

0

3,313

令和　３年度 決算

155,155

109,434

0

0

0

30,360

7,590

106,589

45,721

37,950

5.000

6,040

4.000

1,325

0

1,731

71,140

0

0

0

0

3,480

0

0

5.000

2,210

0

37,950

0

2,845

67,660

46,200

0

4,475

61,383

46,200

37,950

5.000

0

0

0

4,210

37,950

5.000

63,880

46,773

2,210

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

114,963

68,190

100

令和　４年度 決算

117,340

令和　５年度 決算

112,161

65,961

103

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

2,783

0千円

人
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ＤＸ推進本部 

 
次長 島村 守 
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

地域情報化の推進のため、ICTを利活用して、地域や社会的課題への解決を
支援するもの 



内容 

１　条件不利地域における情報通信基盤サービスの提供 

　⑴　イントラネット運用（安曇地区） 

　　　市の光幹線をテレビ松本に貸出し、CATVサービスを提供 

　　　（48.8km） 

　⑵　難視聴対策運用（奈川地区及び安曇地区(上高地)） 

　　　市の設備をテレビ松本に貸出し、CATVサービスを提供（85.3㎞） 

　⑶　携帯電話不感地対策運用（四賀地区(小胡桃)・奈川地区(川浦)） 

　　　市の設備をNTTドコモに貸出し、携帯電話サービスを提供 

　　　（10.0km） 



２　公衆無線LAN環境（Wi-Fi）の運用 

　⑴　公共Wi-Fi 

　　　地区公民館や体育館(指定避難所)等での公衆無線LAN環境の運用 

　　　（45施設） 

　⑵　上高地Wi-Fi 

　　　安曇地区(明神、徳沢、横尾)での屋外における公衆無線LAN環境 

　　の運用（4施設） 



３　市民利用型Webサービス（公共施設案内・予約システム）の運用 

　　貸館業務に係るインターネット予約システムの運用（120施設） 



４　情報創造館庁舎サーバー室の維持管理 

　　情報系・業務系各システム及びネットワーク 




効率指標

テレビ難視聴対策設備の稼働率

公共施設案内・予約システムの稼働率

公共Ｗｉ－ＦＩの稼働率

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

情報化推進事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・インターネットは、電気、ガス、水道などと同様の「地域による分け隔て」のないユニバーサルサービスで
あることから、公共Wi-Fiの整備（運用）は各施設で行っていく。 

・サーバー室について、データセンターとしての機能が維持できるよう計画的に設備更新等を行う。 

・上高地Wi-Fi（安曇地区(明神、徳沢、横尾)）の運用に関しては、令和６年度からアルプスリゾート整備本部
に移管

○

連絡先 48-7000

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常・政策的経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

ＤＸ推進本部

②

③

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

その他

その他（ＤＸ・デジタル化）

前年度の結果

事業１ 情報化推進費

その他（ＤＸ・デジタル化） 款 02 事業２ 情報化推進費

その他 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 19
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

51,426

39,600

0

令和　４年度 決算

40,646

令和　５年度 決算

38,243

32,489

353

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

3,036

1.300

0

0

0

11,490

9,108

1.200

28,110

11,826

26,120

3,036

0

11,567

20,569

5,754

0

0

0.900

0

0

3,036

0

14,430

0

37,610

0

0

0

0

11,490

25,454

6,831

6,831

0.900

0

0.900

0

0

令和　３年度 決算

48,104

41,273

1,389

0

0

6,831

7,590

41,418

令和　２年度 決算

59,648

52,817

0

6,831

0

11,399

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

100%

100%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

100%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 2,718 2,718

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

％

％

％

対象指標

活動指標

令和　５年度

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

99.900

その他

99.900 99.900

令和　５年度

令和　５年度

99.900

成果指標

99.900 99.900

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

99.900

99.900

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

99.900 99.900

99.900

99.700

99.900 99.900

99.900
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

庁内で職員が利用するパソコン・プリンタ・ネットワーク等を調達し、維
持管理・運用を行うもの。 







内容 

１　パソコンの管理・運用　２，２５７台 

　⑴　リース満了パソコンの回収及び配備、利用設定　２３９台 

　⑵　パソコンの修繕　【前年度１３台】 



２　ネットワークの管理・運用 

　⑴　安曇地区ネットワークスイッチ 

　⑵　ＬＧＷＡＮ接続 

　⑶　庁内ネットワーク　拠点数１３５ 



３　プリンタ管理・運用 

　⑴　各課用プリンタ　１９５台 

　⑵　高速プリンタ等　 



４　その他　 

　⑴　回線利用料 

　　・自治体ネットワーク用CATV回線、光回線、庁舎インターネット回線 

　⑵　ウイルス対策ソフト 

　⑶　県共同利用維持費 

　　・情報ブロードウェイながの（IBN）利用負担金 

　　・電子自治体推進事業負担金 

　⑷　スキャナ　５４台 


効率指標

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

ＯＡ機器整備事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

多様な働き方を踏まえ一人一台パソコンの在り方を検討、また、office製品の利用方法を検討する必要があ
る。

○

連絡先 0263-48-7000

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常・政策的経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

ＤＸ推進本部

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

その他

その他（ＤＸ・デジタル化）

前年度の結果

事業１ ＯＡ機器整備事業費

その他（ＤＸ・デジタル化） 款 02 事業２ ＯＡ機器整備事業

その他 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 19
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

半導体不足による原材料の高騰の影響を受けパソコン賃貸借費用が増加が見込まれたが、プリンタの再リース、Office製品の見直しを行
い価格を抑えた。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

212,820

205,230

0

令和　４年度 決算

178,194

令和　５年度 決算

200,047

192,457

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

7,590

1.000

0

0

0

0

7,590

1.000

205,230

7,590

170,604

7,590

0

0

192,457

7,590

0

0

1.000

0

0

7,590

0

0

0

170,604

0

0

0

0

0

152,979

7,590

7,590

1.000

0

1.000

0

0

令和　３年度 決算

160,569

152,979

0

0

0

7,590

7,590

165,791

令和　２年度 決算

173,381

165,791

0

7,590

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度 達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

ＡＩ議事録利用課数

ＲＰＡシナリオ数

ＡＩ－ＯＣＲ導入業務数

①

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

ＡＩ議事録導入業務の削減時間

② ＲＰＡ導入業務の削減時間

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

ＡＩ／ＲＰＡ活用促進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

AI/RPAの利活用により定型・単純作業を自動化し、業務効率化が期待さ
れる。それに伴い本来職員が集中すべき相談業務へのシフトなど、人的
資源の再配置及び住民サービスの向上が可能となる。 



内容 

１　AI議事録作成の運用 

　　会議等の音声データを自動でテキストデータに変換し、職員の議事
  録 
作成業務において効率化を実現するもの 

２　RPAの運用 

　⑴　既存シナリオの保守及びバージョンアップ 

　⑵　新規シナリオ使用課の呼びかけ 

３　AI-OCRの運用 

    紙帳票の内容をデータ化し、職員の入力業務・転記業務において
  効率 
化を実現するもの 

４　生成ＡＩの利活用 

　⑴　令和５年７月から生成ＡＩ(ＣｈａｔＧＰＴ)を業務に活用する
　　ため、 
ガイドラインを作成した。 

　⑵　市役所内の業務問い合わせ対応を効率化するため、生成ＡＩを
    利用し 
て回答できるツールの研究を進める。 


効率指標

・AI議事録によって利用時の削減効果が認知され令和５年度は前年度よりも削減効果が得られた。令和６
年度は端末を２台増設するので更なる業務効率化を進める。 

・RPA利用が進む一方、専用システム化された業務に関して使用数は減るため実績は横ばい、今後も利用促
進を進めていく。 

・AI-OCRは新型コロナウイルス対策業務がなくなり、利用削減時間が少なくなった。今後は他の業務での
利用促進を図るため、積極的な周知を行っていきたい。

増大削減

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常・政策的経費

①

維持

コスト

③ ＡＩ－ＯＣＲ導入業務の削減時間

事務事業名

拡大今後の実施方向性

会計種別

ＤＸ推進本部

②

③

総
合
計
画

連絡先 48-7000

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

基本施策

担当所属

継続

その他

その他（ＤＸ・デジタル化）

前年度の結果 今後の見込み

事業３ 事務費等

目 19

事業種別令和 2年度 ～

○

事業１ ＡＩ／ＲＰＡ活用促進事業費

その他（ＤＸ・デジタル化） 款 02 事業２ ＡＩ／ＲＰＡ活用促進事業

その他 予
算
事
業

会計 01

項 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

トータルコストの増減維持理由

令和　５年度 決算

7,830

6,010

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

人

千円

0.500

3,795

4,230

3,795

0

千円

千円 0

0

6,010

1,820

1,518

0.200

0

7,590

0

0

0 302

0

0

0

0

0

0

0

0

00

79%

80%

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

44%

70%

23%

活動指標の増減維持理由

令和　３年度 決算

0

143.000 16.000 50.000 70.000

単位

千円

令和　６年度 予算

6,210

40%

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

②

人件費合計

平均年収

0

0 0

0

0

0

0

0

1,518

成果指標

令和　７年度

令和　７年度

0.000 3.000

1,293.000

単位

件

件

件

時間

時間

①

②

①

②

③

①

②

7,590 7,590 7,590

0

効率指標

0.200

4,390

1,820

7,590

千円

千円

4,390

0

令和　４年度 決算

8,025

4,230

0

302

0

0

その他

34.000 40.000

442.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

令和　７年度

4.000

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

対象指標

活動指標

令和　７年度

320.000 720.000 720.000

1,053.000 1,500.000 1,500.000

93.000

令和　７年度

達成度

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

0.000

0.000時間③

①

6.000 10.000

今後の見込み

縮小

200.000

維持

上昇

令和　７年度

45.000 50.000

二次評価（外部評価）

◎内容評価：AI/RPA活用促進事業は、人口減少社会･人材減少社会において、人が払っていた時間･費用コ
スト、人がやることで起きていたミスを削減する上で極めて有効であり、市のバックヤード業務だけでな
く、市民向けサービスにおいても重要な問題解決手法となります。そのためAI/RPA活用促進事業を進める
（初期投資をする）ことはむしろ拡大方向になると考えます。
◎指標設定：個別の業務に紐付いた指標（議事録･OCR）は恐らく近いうちに頭打ちになります。今後事業
が増える･変化することを考慮して、RPA・AI活用によって問題解決を計った数（≒RPAシナリオ数含む）、
問題改善が図られた件数（※トータルでの費用×時間等のコスト削減、ミス軽減）など一つ上位の指標に
変更（あるいは用意）することが必要になると考えます。
◎今後の方向性
問題解決/価値創造を基点にAI活用を再度検討するための「棚卸し」をお薦めします。例えば、市役所の
ウェブサイトですが、ページの構造は市役所の業務を知っている人には構造化されているのでよいのです
が、子ども達や慣れていない人には前提知識がないので迷いやすく、ユーザーフレンドリーではありませ
ん。そこで最近では、LLM（Large Language Model、大規模言語モデル）を用いたチャットボットを使い、
トップページでまずは自然言語で質問を受けて、対話形式で目的の情報表示まで導くスタイルがスタン
ダードになると考えます。また使うシステムによっては言語変換は自動ですのでグローバルに対応が可能
です（例えば、日本語で聞いて中国語で返す）。その他にも従来チラシ作成を外注したり、専用ソフトを
使っていました。また、必要な画像を撮りに行ったり、買ったりしていたものが、全て画像生成ＡＩ等を
活用することで一瞬で作成できるようになっています。費用･時間コストが大幅に削減できます。このよう
に問題を明確にして、AIで何が実現可能なのかを検討してください。なお、検討にあたっても専門家を使
うこともあり得ますが、これもAIとの対話だけで十分に解決策を導き出すことが可能です。

追記：アナログ情報をデジタル化することは「デジタイゼーション」であり、「デジタライゼーション
（Dx）」、AI活用の遥か手前の段階にあります。庁内にはまだかなり古いメディア（噂ではＦＤ？）を
使っているという噂を聞いたことがありますが、ベースインフラやマインドを改善をしなければならない
ことも多いため、それらも併せて検討をお願いします。

158.000 200.000

成
果

コスト

削減 維持 増大

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値R 4年度実績
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【事 業 の 評 価】

一次評価 B

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

【総合評価】

評
価 Ｂ
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 01

事業１ 統計調査費

その他（行政運営全般） 款 02 事業２ 統計調査費

その他 予
算
事
業

会計 01

項 08

担当所属

継続

その他

その他（行政運営全般）

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

ＤＸ推進本部

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別～

根拠法令要綱
・地方地自法第233条第5項 

・官民データ活用推進基本法

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 48-7000

ＤＸ推進本部

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

統計調査は、インターネット回答の推奨やコールセンターの拡充等の環境改善を推進しているが、個人情報保
護意識の高まりやオートロックマンションの増加等、価値観･生活様式が多様化する社会の中で、調査員確保･
調査への理解浸透･調査対象者が回答しやすい環境づくりなどが求められている。引き続き、現状の取組みを推
進する。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

統計調査事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

１　市勢の現状と推移を明らかにするもの 

２　統計調査の重要性について普及啓発を図るもの 


 

内容 

１　市勢の現状を明らかにする取組み 

　⑴　｢松本市の統計･事務報告書(資料編)｣の作成 

　　　市勢を明らかにするため、松本市の統計を作成(地方自治法) 

　　・21分野、356項目の統計データを集約 

　　・冊子発刊及び市公式ホームページへ掲載して公開 

　⑵　オープンデータの公開 

　　　官民データ活用推進基本法に基づき、市が保有する行政情報等を、市 

　　民や事業所が活用することで、市民等の利便性向上や経済活性化、行政 

　　の透明性向上等へつなげるもの 

　　・令和５年度の追加項目…５項目（公開数54項目） 



２　統計調査の重要性に係る普及啓発 

　⑴　統計グラフコンクールの実施 

　　　市内小中学生等へ応募を勧奨し、市内学校等を含めた２作品の応募が 

　　あり、１作品が入選する。また、市内応募者や入賞者作品の展覧会を開 

　　催し、統計調査の重要性の啓発･周知へつなげた。 

　⑵　統計調査員の功労表彰(表彰人数計14人) 

　　　褒章…１人、国務大臣表彰…２人、知事表彰等…７人、長野県統計協 

　　会長表彰…４人 




効率指標

オープンデータ公開項目数
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

54.000 58.00058.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

46.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　６年度

成果指標

効率指標

49.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

項目

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

Ｒ３に国の推奨セットを導入し、Ｒ４～６までの３カ年をかけて他自治体のオープンデータやアクセス件数の高いデータ導入を進めている
(Ｒ７以降は二次加工利活用を意識した取組みへ)。

0

0

93%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

592

令和　２年度 決算

4,387

592

0

3,795

0

0

令和　３年度 決算

5,865

552

0

0

0

3,795

7,590

552

5,313

5,313

0.700

0

0.500

0

0

0

291

0

0

0

0

0

0

0

0.700

0

0

5,313

0

0

291

5,313

0

0

261

5,313

5,313

0.700

0

0

0

0

5,313

0.700

430

5,313

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

5,743

430

0

令和　４年度 決算

5,604

令和　５年度 決算

5,574

261

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

１　統計法に基づき、各種基幹統計調査を実施するもの 

２　各調査で、地域又は国の状況を把握し、これからの施策の基となるデー 

　タを確保するもの 



内容 

１　令和５年度実施基幹統計調査 

　⑴　学校基本調査(文部科学省･5/1実施) 

　　　学級数や在学者、教員数等の基本的事項を調査するもの 

　　　・調査対象…92校、調査周期…毎年 

　⑵　住宅･土地統計調査(総務省･10/1実施) 

　　　住宅や土地の状況を調査し、住生活関連施策等へ活用するもの 

　　　・調査対象…312調査区、約5,100世帯 

　　　・調査人員…調査員114人、指導員４人 

　⑶　国勢調査調査区エリア修正 

　　　令和７年国勢調査における、調査員(町会選出)の調査環境整備 

　　へ向け、市内約1,700調査区を町会境界とできるだけ一致させるよ 

　　う、全町会と地図の修正作業を実施 

　　(Ｒ６から国の修正事務作業へ移行し、Ｒ７調査地図へ反映) 



２　基幹統計調査以外の取組み 

　⑴　調査員確保対策事業 

　　　登録調査員確保へ向けた取組み。Ｒ５は、登録調査員へ次年度の調 

　　査案内や学習材を送付。 

　⑵　長野県の調査実施に伴う調査員推薦 

　　　毎月勤労統計調査、労働力調査等の調査員推薦 

　⑶　各種調査の疑義照会や数値等への問合せ対応 




効率指標

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

指定統計調査事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

統計法で定める市町村委託事務であり、継続する。 

(法に基づく統計調査実施となるため、指標設定にそぐわない・／法定受託事務)

○

連絡先 48-7000

ＤＸ推進本部

事業期間 法定受託事務一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱 統計法

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

ＤＸ推進本部

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 08

担当所属

継続

その他

その他（行政運営全般）

前年度の結果

事業１ 指定統計調査費

その他（行政運営全般） 款 02 事業２ 指定統計調査費

その他 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02

41



【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

①全ての農林業従事者を対象とする｢農林業センサス調査｣を実施するため、県支出金が増額となる。 

②Ｒ７国勢調査実施へ向けた準備期間に入るため、会計年度職員２人を増員する。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

33,527

2,440

0

令和　４年度 決算

30,184

令和　５年度 決算

26,401

1,354

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

25,047

3.300

2,440

0

0

0

25,047

3.300

0

31,087

0

25,047

0

0

10

25,047

1,344

0

3.300

0

0

25,047

0

0

0

5,137

0

5,137

0

0

0

0

25,047

25,047

3.300

6,040

4.500

0

0

令和　３年度 決算

36,262

11,215

0

11,215

0

34,155

7,590

0

令和　２年度 決算

130,113

89,918

0

40,195

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

89,918

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 6,040

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度 達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 19

事業１ 情報化推進費

その他（ＤＸ・デジタル化） 款 02 事業２ デジタル活用支援事業

その他 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

その他

その他（ＤＸ・デジタル化）

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

ＤＸ推進本部

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 4年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 48-7000

生涯学習課

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

育成する事業は終了。今後は育成人材が公民館事業を通じて各地域においてサポートを実施していく。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

デジタル活用支援人材の育成人数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

デジタル活用支援事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

持続的にデジタル弱者を支えていくための環境を地域につくるため、地域を
支援できるデジタル活用支援人材を育成し、育成した地域住民等による「ス
マホ相談会」を実施するもの 



内容 

１　デジタル活用支援人材の育成研修会 

　　持続的にデジタル弱者を支えていくための環境を地域につくるた 

　め、地域を支援できるデジタル活用支援人材を育成する。 

　⑴　対象者 

　　　デジタル活用と地域の活動に興味・関心のある方　1～2名／地区 

　⑵　対象地区 

　　　25地区（R5） 

　⑶　内容 

　　　スマホ使用に関する地域の相談員等や研修講師として活動するこ 

　　とを想定し、デジタル弱者のサポートを行うために必要なノウハ 

　　ウ、知識及びスキルを習得するための研修を実施。 



２　R6年度以降業務 

　　人材育成研修を受講した地域住民等による「スマホ相談会」を各 

　地域で実施する。 




効率指標

デジタル活用支援人材の育成講習会の開催回数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

12.000 12.0000.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　５年度

成果指標

令和　５年度

効率指標

6.000

その他

16.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

33.000 0.000 40.000

単位

回

人

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

83%

活動指標の増減維持理由

・R4は10地区、R5は残りの25地区について人材育成を実施。35地区全てで人材育成を実施済み。

0

0

100%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

・R4は10地区、R5は残りの25地区について人材育成を実施。35地区全てで人材育成を実施済み。

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

1,995

0

0

0

0

0

0

0

0.200

0

0

1,512

0

0

1,995

1,512

0

0

1,572

1,512

1,512

0.200

0

0

0

0

1,512

0.200

610

1,512

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

2,122

610

0

令和　４年度 決算

3,507

令和　５年度 決算

3,361

1,849

277

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

・R4は10地区、R5は残りの25地区について人材育成を実施。35地区全てで人材育成を実施済み。

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 19

事業１ 業務システム事業費

５－１１将来にわたる公共インフラの整備 款 02 事業２ 基幹業務系システム運用事業

５都市基盤・危機管理 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

５都市基盤・危機管理

５－１１将来にわたる公共インフラの整備

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

ＤＸ推進本部

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成30年度 ～ 令和 7年度

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

維持

コスト

連絡先 0263-48-7000

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

安定した稼働ができているので、引き続き継続する。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

基幹業務系システム運用事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　住民記録、税、福祉など住民情報を取扱う庁内情報システム（基幹業務系
システム）の管理・運用・保守を行うもの。





内容 

１　業務システム 

　⑴　住民系システム（住民記録、印鑑登録、国民年金、各種証明発行等） 

　⑵　市税系システム（固定資産税、市県民税、法人市民税、軽自動車税、
収滞納等） 

　⑶　福祉系システム（国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療、障害者
福祉、生活保護等） 

　⑷　こども系システム（児童手当、児童扶養手当、福祉医療、障害児福祉
等） 



２　業務内容 

　⑴　ＤＸ推進本部 

　　ア　担当課と事業者間の一次取次ぎ 

　　イ　定例報告会議　【月１回】【週１回】 

　　ウ　障害対応 

　⑵　事業者が行う業務 

　　ア　システム問い合わせ対応 

　　イ　制度改正対応 

　　ウ　動作ネットワーク監視 

　　エ　課題管理、対応 

　　オ　機器等のメンテナンス 




効率指標
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

効率指標

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

407,077

令和　２年度 決算

418,462

407,077

0

11,385

0

0

令和　３年度 決算

371,503

360,118

0

0

0

11,385

7,590

360,118

11,385

11,385

1.500

0

1.500

0

0

0

361,281

0

0

0

0

0

0

0

1.500

0

0

11,385

0

0

361,281

11,385

0

0

0

11,385

11,385

1.500

0

0

0

0

11,385

1.500

0

11,385

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

11,385

0

0

令和　４年度 決算

372,666

令和　５年度 決算

11,385

0

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

自治体システム標準化・共通化に伴い機器のリース期間を短期間としたため増加するが、割増額はデジタル基盤改革支援補助金の対象経費
となる。

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 委託料

目 19

事業１ 業務システム事業費

５－１１将来にわたる公共インフラの整備 款 02 事業２ 内部事務システム運用事業

５都市基盤・危機管理 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

５都市基盤・危機管理

５－１１将来にわたる公共インフラの整備

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

ＤＸ推進本部

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 4年度 ～ 令和 9年度

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

維持

コスト

連絡先 0263-48-7000

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

現在、安定した稼働ができている状況。引続き安定した運用を継続する。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

内部事務システム運用事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　庁内で職員が利用するシステム（内部事務）の管理・運用・保守を行う
もの。




内容 

１　内部事務システム 

　⑴　文書管理 

　⑵　財務会計・契約管理 

　⑶　庶務事務 

　⑷　人事給与・人事評価 

　⑸　実施計画・行政評価 

　⑹　庁内情報 



２　業務内容 

　⑴　ＤＸ推進本部 

　　ア　関係課と事業者間の調整 

　　イ　定例報告会議　【月１回】 

　⑵　事業者の業務内容 

　　ア　システム問い合わせ対応 

　　イ　動作・ネットワーク監視 

　　ウ　障害対応 

　　エ　機器類のメンテナンス 


効率指標
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

効率指標

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

130,012

0

0

0

0

0

0

0

0.500

0

0

3,795

0

0

130,012

3,795

0

0

139,656

3,795

3,795

0.500

0

0

0

0

3,795

0.500

139,656

3,795

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

143,451

139,656

0

令和　４年度 決算

133,807

令和　５年度 決算

143,451

139,656

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき、令和７年度
末までに国が定めた標準仕様書に準拠したシステムへ移行するもの。 


 



内容 

１　対象業務（２０業務＋関連） 

　　住民記録、印鑑登録、国民年金、戸籍、戸籍附票、選挙人名簿、個人
住民税、法人住民税、軽自動車税、固定資産税、障害者福祉、生活保護、
介護保険、国民健康保険、後期高齢者医療、健康管理、児童手当、児童扶
養手当、就学、子ども子育て（関連：収滞納） 



２　移行期限 

　　令和７年度末 



３　移行計画 

　⑴　移行時期　令和７年１０月 

　⑵　事業者　　現行システムを契約中の事業者 

　⑶　財源　　　デジタル基盤改革支援補助金 

　⑷　作業状況　令和４年度からできる事業を開始し、令和５年度に住民
記録及び国民健康保険の標準化業務委託を締結、令和６年度から残りの業
務について業務委託を開始し準備を進める。 




効率指標

作業進捗率

① 標準化達成率

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

自治体システム標準化・共通化事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　現在全国的に稼働している標準準拠システムが無い中での移行作業及び、制度改正が毎年追加される状況
下において、標準準拠システムへ移行する必要がある。

○

連絡先 0263-48-7000

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 4年度 ～ 令和 7年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

ＤＸ推進本部

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

５都市基盤・危機管理

５－１１将来にわたる公共インフラの整備

前年度の結果

事業１ 業務システム事業費

５－１１将来にわたる公共インフラの整備 款 02 事業２ 自治体システム標準化・共通化事業

５都市基盤・危機管理 予
算
事
業

会計

事業３ 委託料

目 19
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

国の補助金は単年度ごと精算を行うため、移行予定の令和７年度まで経費が増加する。 

（補助金１０／１０　上限額あり）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

283,090

267,910

266,890

令和　４年度 決算

15,657

令和　５年度 決算

58,629

51,039

43,586

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

7,590

1.000

0

0

0

0

15,180

2.000

267,910

15,180

8,067

7,590

0

0

51,039

7,590

0

0

1.000

0

0

7,590

0

0

0

8,067

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

30%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

0%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

％

①

②

①

②

③

①

単位

％

対象指標

活動指標

0.000 0.000 100.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

0.000

その他

0.000

令和　７年度

成果指標

令和　７年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

60.00030.000 100.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 19

事業１ ＯＡ機器整備事業費

５－１１将来にわたる公共インフラの整備 款 02 事業２ オンライン相談窓口システム運用事業

５都市基盤・危機管理 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

５都市基盤・危機管理

５－１１将来にわたる公共インフラの整備

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

ＤＸ推進本部

②

③

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 5年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-8348

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

利用促進を図るため、担当課で周知活動を行っていきます。 

相談内容についても、市民アンケートの結果を考察して、相談窓口の変更や増設などの研究を進めていく。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

オンラインによる相談件数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

オンライン窓口相談システム構築事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　地域の拠点施設等と市役所をつなぐオンライン相談窓口を設置し、身近な
拠点から市民が相談・手続きができるようにする。 



内容 

１　オンライン相談窓口システムの構築 

　　市民側窓口：四賀支所、波田支所、なんなんひろば、あんさんぶる 

　　　　　　　　移動窓口 

　　職員側窓口：本庁、大手事務所の１８課 

２　市民周知活動 

　　シンカチャンネル、公式ＬＩＮＥ、公式ＨＰ、広報まつもとによる市民
　周知の実施 

３　利用者アンケートの実施 

　　利用者満足度、増やしてほしい拠点、増やしてほしい相談内容など利用
　者アンケートを実施 

４　運用会議 

　　運用開始からオンライン相談窓口運用会議を月１回行い、利用状況の共
　有 
や運用について検討を行う。 




効率指標

動画配信の視聴回数

利用した市民の満足度（５段階評定）

運用会議開催数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

0.000 0.000

4,600.000 0.000

12.000 0.000

0.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

4.000

成果指標

令和　７年度

0.000 0.000

効率指標

0.000

その他

0.000 4.300

0.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

128.000 1,000.000 1,500.000

単位

回

満足度

回

件

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

9%

活動指標の増減維持理由

令和５年１０月２７日から運用開始

0

0

市役所本庁舎に行かなければできなかった専門的な相談が、市内の複数拠点で可能となり、均一のサービスを受けられる。

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

8,140

1,518

1,518

0.200

0

0

0

0

1,518

0.200

15,180

1,518

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

16,698

15,180

0

令和　４年度 決算

0

令和　５年度 決算

17,798

16,280

8,140

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　松本市情報セキュリティ基本要綱に基づき、本市が保有する個人情報資
産の漏えい等を防ぐため、自治体に求められる情報セキュリティシステム
等を維持・管理するとともに、情報セキュリティ対策のレベルアップを図
るもの。






内容 

１　セキュリティポリシーの改定 

　⑴　令和４年度　情報セキュリティポリシー対策基準を改定 

　⑵　令和５年度　情報セキュリティポリシー実施手順の見直し 



２　業務系及び情報系端末に対するセキュリティ 

　⑴　国が示す三層分離の原則に対応し、仮想化基盤（仮想化された環
境）での情報利用によりセキュリティ強化を図っている。 

　⑵　一人一台端末からのインターネット接続は、長野県セキュリティク
ラウド経由によりセキュリティの強化を図っている。 

　⑶　パソコン認証に二要素を採用し、令和５年度にはカードから生体認
証に変更し認証方法の強化を図った。 

　⑷　令和６年９月の仮想化基盤の契約満了に伴い、庁内業務が安定して
利用できるよう次期仮想化基盤の更新を行う。 



３　職員に対するセキュリティ 

　　情報セキュリティ研修（職層別）を実施し職員の意識向上を図る。年
１１回開催 


効率指標

情報セキュリティ研修実施回数

① 重大インシデント発生数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

情報セキュリティ対策事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　インターネットを活用した働き方ができるセキュリティ対策の実現を検討する必要がある。

○

連絡先 0263-48-7000

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市セキュリティポリシー基本要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

ＤＸ推進本部

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

５都市基盤・危機管理

５－１１将来にわたる公共インフラの整備

前年度の結果

事業１ 情報セキュリティ対策事業費

５－１１将来にわたる公共インフラの整備 款 02 事業２ 情報セキュリティ対策事業

５都市基盤・危機管理 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 19
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

203,565

199,770

0

令和　４年度 決算

146,416

令和　５年度 決算

148,914

145,119

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

3,795

0.500

0

0

0

0

3,795

0.000

199,770

3,795

142,621

3,795

0

0

145,119

3,795

0

0

0.500

0

0

3,795

0

0

0

142,621

0

0

0

0

0

138,031

3,795

3,795

0.500

0

0.500

0

0

令和　３年度 決算

141,826

138,031

0

0

0

3,795

7,590

100,160

令和　２年度 決算

103,955

100,160

0

3,795

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

100%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

件

①

②

①

②

③

①

単位

回

対象指標

活動指標

0.000 0.000 0.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

13.000

その他

0.000

令和　７年度

成果指標

令和　７年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

11.000

2.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

11.00011.000 11.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 19

事業１ 社会保障・税番号制度システム整備費

５－１１将来にわたる公共インフラの整備 款 02 事業２ 社会保障・税番号制度システム整備事業

５都市基盤・危機管理 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

５都市基盤・危機管理

５－１１将来にわたる公共インフラの整備

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

ＤＸ推進本部

②

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成31年度 ～ 令和 6年度

根拠法令要綱 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-8348

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・個人情報保護の観点から、確実な安全管理を実施できるよう職員の意識向上を図るため、継続的にインシデ
ント対応研修を実施する。 

・個人情報保護委員会による監査に対応できるよう、内部及び外部監査実施の検討が必要。 

・制度改正に対するシステム改修対応には、遅滞なく確実に対応していく必要がある。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

社会保障・税番号制度システム整備事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

社会保障・税番号制度により、複数の機関に存在する個人の情報を同一人の
情報であると確認を行うための基盤を構築・運用するとともに、子育て・介
護ワンストップサービスを始め、マイナンバーを利用した新たなサービスへ
の対応を行うもの。 


 

内容 

１　システム改修 

　総合行政システムのデータレイアウト改版を実施 

２　システム運用保守（統合宛名、中間サーバ） 

　　マイナンバー制度の運用に必要不可欠なシステム（統合宛名、中間 

　サーバ）の運用保守を実施 

３　窓口受付用機器配備 

　　マイナンバーカードの交付に必要となる、窓口受付機器（統合端末・ 

　タッチパネル等）を配備し管理運用 

　（市民課及び支所出張所窓口　21カ所　33台） 

４　安全管理措置 

　⑴　番号法に基づく安全管理措置研修および情報セキュリティ研修を実施 

　　　（対象課１７課） 

　⑵　各課で特定個人情報取扱業務の自己点検を実施 

　　　（対象課　１７課） 

　⑶　内部監査人育成研修と内部監査を実施 

　　　（対象課　１６課） 




効率指標

事業年度ごとの制度への対応率

職員研修の実施回数
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

2.000 2.000

100.000 100.000100.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

100.000

2.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

令和　７年度

成果指標

効率指標

100.000

その他

2.000 2.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

％

回

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

100%

100%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

36,060

令和　２年度 決算

43,650

36,060

0

7,590

0

0

令和　３年度 決算

33,227

30,950

0

0

0

7,590

7,590

30,950

2,277

2,277

1.000

0

1.000

0

0

0

21,870

0

0

0

0

0

0

0

0.400

0

0

2,277

0

0

21,870

2,277

0

0

16,253

2,277

2,277

0.300

0

0

0

0

2,277

0.300

13,380

2,277

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

15,657

13,380

0

令和　４年度 決算

24,147

令和　５年度 決算

18,530

16,253

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　職員のワークライフバランスの向上を図るため、働き方の選択肢の一つと
してテレワークができる環境を整備した。 

また、大規模災害に対策本部職員が対応できるように整備を行った。 


 

内容 

１　令和４年度まで 

　⑴　タブレット端末の整備（vaio160台・ipad39台・lenovo tab48台） 

　⑵　モバイルワーク端末７台用意し外回り業務での貸し出しと、利用に関 

　　するガイドライン作成（モバイルワーク編） 

　⑶　在宅勤務用リモートアクセス回線（３４０ライセンス）の調達・運用 

　⑷　Web会議用機器一式・Web会議ライセンス・回線の整備 

　⑸　全職員用にビジネスチャットツールを（3000アカウント）調達・運用 

　　し職員間のコミュニケーションツールとして利用開始 

２　令和５年度実施 

　⑴　庶務事務・文書管理システムに加え、財務会計システムを電子決裁に 

　　移行 

　⑵　テレワーク・デイズの実施 

　⑶　大規模災害対策に対応するため、災害対策本部職員に固定のテレワー 

　　クアカウントを払い出し緊急時の業務に対応 




効率指標

年間のテレワーク実施回数

テレビ会議室利用回数

① テレワーク実施者の満足度

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

テレワーク推進事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・テレワーク実施回数については、新型コロナウイルス感染症が５類に移行したことにより減少した。 

・テレワークデイズ実施結果・テレワーク実施者に行ったアンケートから、実施時期や職場環境によりテレ
ワークの実施しやすさ・しにくさがあると考えられる。 

・今後職場・職種などに考慮したテレワーク推進の方法、会計年度任用職員へのテレワーク利用拡大を検討
し、さらなる職員のワークライフバランスの実現、地域・市民のもとに足を運んで仕事する働き方の推進を目
指す。

○

連絡先 34-8348

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市職員在宅勤務実施要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 2年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

ＤＸ推進本部

②

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－３雇用対策と働き方改革の推進

前年度の結果

事業１ テレワーク推進事業費

６－３雇用対策と働き方改革の推進 款 02 事業２ テレワーク推進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 19
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

37,563

30,740

0

令和　４年度 決算

32,937

令和　５年度 決算

36,704

29,881

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

5,313

0.700

0

0

0

0

5,313

0.700

30,740

6,823

25,510

7,427

0

0

29,881

6,823

0

0

0.700

0

0

5,313

0

0

0

25,510

0

0

0

0

0

2,130

11,385

11,385

1.500

0

1.500

0

0

令和　３年度 決算

13,515

2,130

0

0

0

11,385

7,590

5,160

令和　２年度 決算

16,545

5,160

0

11,385

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

59%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

88%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 2,114 1,510 1,510

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

％

①

②

①

②

③

①

単位

回／年

回

対象指標

活動指標

70.000 75.000 80.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

4,562.000

その他

1,423.000 0.000

0.000

令和　７年度

成果指標

令和　７年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

2,368.000

0.000

0.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

1,500.000

0.000

886.000 1,500.000

0.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

平成21～22年度に整備した奈川地区CATV難視聴対策施設について、通信イン
フラを維持し、地域間によるデジタルディバイド解消のため設備更新を行う
もの 



内容 

１　電柱共架申請作成業務委託 

　　伝送路敷設を行う電柱について、電柱所有者が規定する共架申請 

　業務を委託を行うもの 



２　光化工事 

　⑴　奈川地区難視聴対策施設光化工事 

　　　奈川支所へ映像・通信のセンター設備の設置、奈川地区全域の 

　　光ケーブル伝送路敷設を行うもの 

　⑵　奈川支所難視聴対策施設用電気工事 

　　　奈川支所サーバ室に設置する映像・通信のセンター設備用電源 

　　の確保（非常用予備発電装置の設置等）を行うもの 

　⑶　奈川支所難視聴対策施設用空調機更新工事 

　　　奈川支所サーバ室内センター設備保全用空調機の更新を行うも 

　　の 



３　R6年度以降業務 

　⑴　加入者各戸引込み工事(R6) 

　　　幹線と各加入者宅を接続し、光回線に切り替えるもの 

　⑵　現行施設撤去工事(R7) 

　　　光回線に切り替えた後、既存施設を撤去するもの 



４　財源 

　ア　（総務省）放送ネットワーク整備支援事業費補助金 

　イ　過疎対策事業債（充当率100％） 




効率指標

事業の進捗率（事業費ベース）

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

奈川地区通信環境改善事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

R6は加入者各戸への引込み工事。R7は既存設備の撤去工事を予定。

○

連絡先 48-7000

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 4年度 ～ 令和 7年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

ＤＸ推進本部

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

５都市基盤・危機管理

５－１１将来にわたる公共インフラの整備

前年度の結果

事業１ 奈川地区通信改善事業費

５－１１将来にわたる公共インフラの整備 款 02 事業２ 奈川地区通信改善事業

５都市基盤・危機管理 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 19
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

R4は設計業務、R5はセンター設備設置及び光ケーブル伝送路敷設工事、R6は加入者各戸への引込み工事を実施。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

73,354

68,800

0

令和　４年度 決算

8,041

令和　５年度 決算

248,629

245,593

33,394

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

3,036

0.400

0

59,700

0

9,064

4,554

0.400

36

4,554

0

1,518

0

107

3,992

3,036

0

208,100

0.200

0

0

1,518

0

0

0

6,523

0

0

6,523

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

65%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

％

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

2.000

その他

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

82.00065.000 100.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 19

事業１ キャッシュレス決済推進事業費

５－１１将来にわたる公共インフラの整備 款 02 事業２ キャッシュレス決済推進事業

５都市基盤・危機管理 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

５都市基盤・危機管理

５－１１将来にわたる公共インフラの整備

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

拡大今後の実施方向性

会計種別

ＤＸ推進本部

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 4年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-8348

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・指定管理者施設について、相手方とキャッシュレス決済の協議が整った施設について導入していきます。 

・令和６年　指定管理者施設のかりがねサッカー場に１台導入予定

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

キャッシュレス決済件数率

② キャッシュレス決済金額率

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

キャッシュレス決済推進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　市民課や地域づくりセンターなどの手数料納付について、これまで現金納
付だった窓口に、キャッシュレス決済端末を導入し市民や施設利用者の利便
性を向上させるもの。 



内容 

１　導入施設 

　⑴　令和４年度　 

　　　市民課、地域づくりセンター、診療所、保育園、幼稚園、スポーツ施
　　設他、全７０窓口で導入 

　⑵　令和５年度 

　　　博物館、スポーツ施設の指定管理者施設他３０窓口で導入 

２　導入対象 

　　概ね年間１，０００件以上の現金納付がある窓口施設を対象に導入 

３　キャッシュレス種類 

　　クレジットカード５種類、バーコード決済９種類、電子マネー１４種類
　の計２８種類のキャッシュレス決済に対応 




効率指標

キャッシュレス決済の導入窓口数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

100.000 101.000101.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

0.000

③

①

令和　７年度

成果指標

令和　７年度

17.000

効率指標

70.000

その他

10.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

13.300 20.000 25.000

18.700 0.000 0.000

単位

か所

件

％

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

53%

活動指標の増減維持理由

0

0

99%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

3,212

1,295

0

0

0

0

0

0

0.500

0

0

3,795

0

0

1,917

3,795

0

0

5,250

2,277

2,277

0.300

0

0

0

0

2,277

0.300

6,280

2,277

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

8,557

6,280

0

令和　４年度 決算

7,007

令和　５年度 決算

8,082

5,805

555

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 19

事業１ 電子申請推進事業費

その他（ＤＸ・デジタル化） 款 02 事業２ 電子申請推進事業

その他 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

その他

その他（ＤＸ・デジタル化）

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

ＤＸ推進本部

②

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 4年度 ～ 令和 7年度

根拠法令要綱
デジタル手続法、松本市情報通信技術を活用した行政の推進等に関する条例、松本市行政手続等における情報通信の技術の
利用に関する条例施行規則

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-8348

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・LoGoフォームの作成操作研修などを行い様式の電子化を進める。 

・電子申請推進会議を定期的に開催し、進捗管理を徹底する。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

申請フォーム作成件数

② 市役所へ電子請求を実施した企業数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

電子申請推進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　各種証明書や届出がインターネット上で完結するサービスを導入し、すべ
ての市民がいつどこからでも手続きができる環境を整備する。 


 

内容 

１　アクションプランの見直し 

　⑴　令和４年度の申請件数を基準に1件以上申請があるものを７年度末ま
　　でに電子申請化する。 

　⑵　申請件数が年間で２００件以上の申請書を令和６年度までに電子化す
　　ることとした。 

２　電子申請フォーム作成研修 

　　フォームの作成方法等がわからない場合など、問い合わせに対応するた
　め操作研修を実施した。 

３　進捗管理の実施 

　⑴　電子申請推進員を各部局を代表する課長から選出し電子申請を推進す 

　　る組織を立ち上げた。 

　⑵　電子申請の進捗管理を行うため、推進会議を行い各部局の進捗状況を
　　市役所全庁で共有していくこととした。 

４　電子請求書の推進 

　　令和４年度から市役所への支払い請求を電子申請でできるように整備
　し、令和５年度は利用企業のさらなる利用促進を図った。 




効率指標

操作研修の回数

電子申請推進会議開催回数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

4.000 0.000

30.000 0.00050.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

0.000

③

①

令和　６年度成果指標

令和　７年度

30.000

効率指標

30.000

その他

0.000 5.000

0.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

406.000 520.000 650.000

155.000 160.000 100.000

単位

回

回

件

社

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

62%

155%

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

4,150

0

0

0

0

0

0

0

0.200

0

0

1,518

0

0

4,150

1,518

0

0

3,936

1,518

1,518

0.200

0

0

0

0

1,518

0.200

0

1,518

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

1,518

0

0

令和　４年度 決算

5,668

令和　５年度 決算

5,454

3,936

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

令和５年度から汎用データツールとしてkintone（キントーン）を導入し、
職員が業務に合わせ自由にアプリの作成ができ庁内業務の業務効率化を図
る。 


 

内容 

　ＤＸ推進本部では実際にkintoneを業務で利用し、役所内での活用方法の
研究を進めている。 





１　令和５年度導入業務 

　情報資産管理台帳（ＤＸ推進本部） 

　高齢者福祉入浴券交付対象者名簿（高齢福祉課） 


 


効率指標

導入業務数

① 導入業務の削減時間

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

業務改善支援のためのデータ連携ツール導入事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

令和６年度にはおくやみ窓口の受付業務で利用し、今後の利用に向け庁内周知を進めていく。

○

連絡先 34-8348

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 5年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

ＤＸ推進本部

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

その他

その他（ＤＸ・デジタル化）

前年度の結果

事業１ ＡＩ／ＲＰＡ活用促進事業費

その他（ＤＸ・デジタル化） 款 02 事業２ 業務改善支援のためのデータ連携ツール導入

その他 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 19
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

2,048

530

0

令和　４年度 決算

0

令和　５年度 決算

1,990

472

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

1,518

0.200

0

0

0

0

1,518

0.200

530

1,518

0

0

0

0

472

1,518

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

67%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

50%

一次評価 C 概ね結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 C 概ねなっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

時間

①

②

①

②

③

①

単位

件

対象指標

活動指標

1,500.000 3,000.000 3,000.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

0.000

その他

0.000

令和　７年度

成果指標

令和　７年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

3.0002.000 3.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

地元企業がデジタル化に継続的に取り組む「気づき」を提供するもの。 



内容 

１　実践支援（デジタル利活用促進業務） 

　　初期のデジタル化を行う企業に加え、デジタルの利活用に取り組 

　む企業への伴走支援を実施 

　⑴　セミナー、ツール体験イベント、体験ブース 

　⑵　個別相談・診断 

　⑶　コンサルティング 

　⑷　ＩＴ企業とのマッチング 



２　つながり・発信、文化づくり 

　　地元企業のデジタルマインドを醸成し、地域全体のＤＸ・デジタ 

　ル化に向けた取組みを加速 

　⑴　デジタルシティ松本フォーラム 

　　　成功事例の発信や、事業者同士のつながりの場としてデジタル 

　　月間の１０月に開催。フォーラムの企画等はプロポ―ザルで提案 

　　を募集 

　⑵　デジタルシティ松本推進企業認定、表彰 

　　　デジタル化に関する自主的取組を促すため、デジタル化を積極 

　　的に行う事業所を認定。フォーラム内で優良企業を表彰 



３　デジタルシティ松本ホームページ 

　　専用ホームページから松本市ホームページのサブサイトに切り替 

　え（更新）を実施 



４　財源　（内閣府）デジタル田園都市国家構想推進交付金 

　　　　　（地方創生推進タイプ）　補助率1/2 




効率指標

セミナー、ツール体験イベント開催件数

個別相談件数

① セミナー・ツール体験イベントの参加人数

②
支援した企業のうち、新たなデジタル化に取り組んだ企業
数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

地元企業デジタル化推進事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・「デジベース松本」での活動を予約制にして、よりアウトリーチに力を入れた取組みに変えていく。 

・地域一体となってデジタル化に取組む文化を形成するため、デジタルシティ松本推進企業認定、デジタルシ
ティ松本フォーラムは継続実施。

○

連絡先 48-7000

商工課

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

③ デジタルシティ松本推進企業認定への応募数

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 4年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

ＤＸ推進本部

②

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

事業１ 地元企業デジタル化推進事業費

６－２ものづくり産業の活性化 款 02 事業２ 地元企業デジタル化推進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 19

67



【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

・「デジベース松本」の常駐者を週５から週１にしアウトリーチに力をいれたたため。 

・専用ホームページから松本市ホームページのサブサイトに切り替えたため。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

17,327

15,050

7,430

令和　４年度 決算

26,281

令和　５年度 決算

18,402

16,125

7,967

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

2,277

0.300

0

0

0

0

2,277

0.300

7,620

2,277

12,002

2,277

0

0

8,158

2,277

0

0

0.300

0

0

2,277

0

0

0

24,004

12,002

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

100%

120%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

・商工課の行う事業「松本市中小企業者社会変革対応促進事業補助金」と連携を図ったことにより新たなデジタル化に取り組んだ企業が増 

・デジタルシティ松本推進企業認定制度を制定し、デジタル化やデジタルサービスの展開を積極的に行う事業所の応募を開始

活動指標の増減維持理由

・R5商工課の行う事業「松本市中小企業者社会変革対応促進事業補助金」と連携を図り、購入前の相談、デジタル導入支援を実施。R6も連
携予定。

0

0

115%

513%

107%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

人

社

①

②

①

②

③

①

単位

回

回

77.000 70.000 15.000

0.000 16.000 16.000 15.000

対象指標

活動指標

184.000 200.000 160.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

7.000

その他

37.000 96.000

157.000

令和　５年度

令和　５年度

令和　５年度成果指標

令和　５年度

令和　５年度

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

0.000

0.000件③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

0.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

7.000

80.000

7.000 7.000

80.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 19

事業１ デジタルシティ松本推進事業費

６－２ものづくり産業の活性化 款 02 事業２ デジタルシティ松本推進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

ＤＸ推進本部

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 5年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 48-7000

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・調査研究事業で採択したプロジェクトは、審査の上、次の実証事業に移行（上限１，０００万円×３プロ
ジェクト）

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

調査研究プロジェクトの組成件数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

デジタルシティ松本推進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

地域課題の解決や新しい価値を創造するプロジェクト創出に対し負担金の支
援等を行うもの 



内容 

１　デジタルシティ松本推進機構（ＤｉｇｉＭＡＴ）設立 

　　プロジェクト創出に向けた産学官連携の推進体制を設立 

　⑴　会員等 

　　ア　正会員（発起人） 

　　　　セイコーエプソン㈱、ソフトバンク㈱、㈱テレビ松本ケーブ 

　　　ルビジョン、日本電気㈱、東日本電信電話㈱、㈱日立システム 

　　　ズ、Search Space㈱、松本市（計８者） 

　　イ　特別会員 

　　　　長野県、国立大学法人信州大学、まつもとRe-Design Hub 

　　ウ　オブザーバー 

　　　　総務省信越総合通信局、経済産業省関東経済産業局 

　⑶　外部人材の登用 

　　　有識者１人、デザイナー２人 

　⑷　プロジェクトの組成支援 

　　　調査研究事業に対するプロジェクト支援 

　　　（上限：３プロジェクト×１００万円） 

　⑸　スマートシティ先進自治体の視察 

　　　機構の運営に向け、会津若松市を視察 



２　財源　（内閣府）デジタル田園都市国家構想推進交付金 

　　　　　（地方創生推進タイプ）　補助率1/2 




効率指標

ＤｉｇｉＭＡＴの会議（総会、運営委員会、有識者・デザ
イナー打合せ）開催件数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

30.000 28.00028.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　５年度

成果指標

令和　５年度

効率指標

0.000

その他

0.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

3.000 3.000 3.000

単位

回

件

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

市の目指す姿に大きく貢献する事業

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

100%

活動指標の増減維持理由

0

0

107%

産学官で北極星「市民の幸福度の最大化を目指し、人口の定常化につなげる」を見ながら取り組んでいる。

一次評価 A

成果指標の増減維持理由

・R5デジタルシティ松本推進機構（DigiMAT)で調査研究フェーズの3プロジェクトを採択

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

2,799

0

4,554

4,554

0.600

0

0

0

0

9,108

1.200

17,890

9,108

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

44,838

35,730

17,840

令和　４年度 決算

0

令和　５年度 決算

9,052

4,498

1,699

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

R5調査研究事業として３プロジェクトを採択。

千円

千円

0

0千円

人
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お城まちなみ創造本部 

 
次長 岩渕 省 
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 01

事業１ 一般管理費

５－１松本城を核としたまちづくり 款 08 事業２ 一般管理費

５都市基盤・危機管理 予
算
事
業

会計 01

項 04

担当所属

継続

５都市基盤・危機管理

５－１松本城を核としたまちづくり

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

お城まちなみ創造本部

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 3年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

維持

コスト

連絡先 34-3276

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

　お城まちなみ創造本部の経常事務や事務室管理に関わるものであるため、組織や人員・体制の見直しが
無い場合は、現状を維持する

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

一般管理事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　お城まちなみ創造本部経常事務や事務室管理のため 


 


内容 

　１　経常事務 



　２　事務室管理 







効率指標
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

効率指標

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

5,295

4,536

0

0

0

0

7,590

4,536

759

759

0.100

0

0.000

0

0

0

4,554

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

4,554

0

0

0

4,416

759

759

0.100

0

0

0

0

759

0.100

4,470

759

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

5,229

4,470

0

令和　４年度 決算

4,554

令和　５年度 決算

5,175

4,416

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　令和３年度策定の「松本城三の丸エリアビジョン」に掲げた「誰かに
語りたくなる暮らし」を実現するため、令和４年度に設立した「三の丸
エリアプラットフォーム」と連携し、社会実験・効果検証を通じた持続
可能な取組み及び仕組み作りを目指すもの 





内容 

　１　三の丸エリアプラットフォームとの連携、支援　 

　　　「誰かに語りたくなる暮らし」を実現するための社会実験、
    効果検 
証の支援（令和５年度　６界隈６プロジェクト実施） 



　２　外堀大通り仮設電源設置工事 

　　　令和５年７月に供用を開始した外堀大通り（内環状北線）の
    北側歩 
道で、道路空間を活用した社会実験等を実施するための
    基盤整備 



　３　大名町通り再整備に向けた検討 

　　⑴　土質調査 

　　⑵　測量 

　　⑶　大名町道路活用整備委員会との連携（会議計10回） 




効率指標

社会実験実施及び定常化プロジェクトの合計件数

①

継続事務事業

三の丸エリアプラットフォームが支援するプロジェク
トの数

事業概要

令和 5年度

松本城三の丸エリア整備事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・令和５年度～６年度に実施する社会実験の効果検証・改善検討支援により、令和７年度以降の取組み
の定常化及び「使われる公共空間」の実現を図る 

・大名通り再整備に向けて、大名町道路活用整備委員会と引き続き連携を図る

○

連絡先 34-3276

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 3年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

拡大今後の実施方向性

会計種別

お城まちなみ創造本部

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 04

担当所属

継続

５都市基盤・危機管理

５－１松本城を核としたまちづくり

前年度の結果

事業１ 松本城三の丸エリア整備事業費

５－１松本城を核としたまちづくり 款 08 事業２ 松本城三の丸エリア整備事業

５都市基盤・危機管理 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

47,742

34,080

5,010

令和　４年度 決算

32,691

令和　５年度 決算

43,249

29,587

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

13,662

1.800

0

0

0

0

13,662

1.800

29,070

13,662

11,493

16,698

0

0

29,587

13,662

0

0

2.200

0

0

16,698

0

0

0

15,993

4,500

0

0

0

0

5,318

15,180

15,180

2.000

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

25,808

10,628

5,310

0

0

0

7,590

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

86%

　多様な人材が関わる新たな公民連携の取組みにより、松本城を核としたまちづくりを推進しているため

一次評価 A

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

市の目指す姿に大きく貢献する事業

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

件

件

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

0.000

その他

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

令和　６年度

達成度

86%0.000

R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

6.000 7.000 7.000

7.0006.000 7.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 01

事業１ 歴史まちづくり事業費

５－１松本城を核としたまちづくり 款 08 事業２ 歴史まちづくり事業（経常）

５都市基盤・危機管理 予
算
事
業

会計 01

項 04

担当所属

継続

５都市基盤・危機管理

５－１松本城を核としたまちづくり

前年度の結果 今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

お城まちなみ創造本部

総
合
計
画

増大削減

事業種別平成23年度 ～

根拠法令要綱
・地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律 

・松本市近代遺産登録要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常・政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3276

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・令和３年５月に策定した松本市歴史的風致維持向上計画（第２期）に基づき、松本城を中心とした歴史的
風致の維持向上を図る 

・松本市近代遺産は１００件を超えているが、相続や売買等によって、登録の事実や近代遺産としての価値
が認知されていなかったり、解体されたりする事例があるため、登録済建造物の調査や所有者への啓発など
保全に向けた取組みを継続する

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

歴史まちづくり事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　松本市歴史的風致維持向上計画（以下、「計画」という。）における重
点区域内の歴史的建造物の保全・活用によるまちの魅力向上を図るため、
対象建造物の維持に必要な啓発活動などを行うもの 






内容 

　１　計画の進捗管理と随時見直し 

　２　歴史的価値があるものの、指定文化財となっていない歴史的建
　　造物に対する松本市近代遺産登録に向けた取組み 

　　　（令和５年度　近代遺産登録　１件） 

　３　所有者からの相談対応や建造物滅失防止に向けた取組み 

　　　（令和５年度　技術的支援アドバイザー派遣　１件） 

　４　松本市近代遺産の現地調査、所有者に対する啓発活動 

　　　（令和４年度～５年度　調査１２２件　所有者ヒアリング３０
　　件） 

　５　歴史的景観都市協議会参加による情報収集 




効率指標

松本市近代遺産登録件数
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

二次評価（外部評価）

歴史的建造物のみならず、歴史的な遺構を後世へ伝えていく取り組みとして重要なもので、100件を超える
近代化遺産を把握され、日々調査されていることを評価します。
その上で、これらの建築を今後調査、維持・継続していくための財源の確保、専門的技能を備えた人材の育
成・確保、災害への対応などの課題もあると思います。
人も限られてしまうため、把握のための仕組み（届け出や毎年の確認など）の構築やデジタルでの情報共有
も検討されたい。
さらに、その建築だけで財源を生み出すことはなかなか難しいこととも思います。
歴史的価値をしっかりと把握しながら、どう遺すかの積極的な取り組みも必要になってくるため、文化的価
値としての保存、活用しながらの保存、所有者・民間を交えリノベーションによる価値創出を含めて検討で
きる場や、情報共有、保存・活用手段を検討できるような機会も必要ではないでしょうか。
歴史的建築の積極的な保存活用の事例も、全国各地に年々各地に増えてきており、日本文化を発信できる拠
点としてインバウンドにも対応したような展示や使われ方も増えてきています。そのような事例も学びなが
ら、さまざまな方法でまずは「遺す」ことにつながることを期待します。
ただし、歴史的価値の維持・把握があってこそであり、調査・研究がなされながら、制約も多くなりますが
保存・維持・活用の実現を期待します。

123.000 124.000

成
果

今後の見込み

縮小

124.000

維持

上昇

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

コスト

削減 維持 増大

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

126.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

効率指標

124.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

件

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

0 0 0 0

0

活動指標の増減維持理由

0

0

99%

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

2,322

45

0

0

0

0

7,590

45

2,277

2,277

0.300

0

0.000

0

0

0

132

0

0

0

0

0

0

0

0.300

0

0

2,277

0

0

132

2,277

0

0

144

3,036

3,036

0.400

0

0

0

0

3,036

0.400

350

3,036

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

3,386

350

0

令和　４年度 決算

2,409

令和　５年度 決算

3,180

144

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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【事 業 の 評 価】

【総合評価】

評
価 Ｂ

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

市の目指す姿に大きく貢献する事業

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

　重点区域内の歴史的建造物の保全・活用によりまちの魅力向上を図り、松本城を核としたまちづくりを推進しているため

一次評価 A
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アルプスリゾート
整備本部 

 
次長 宮澤 憲治 
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　山岳観光事業の開催及び山岳イベント等を支援し、山岳地域への誘客促進
を図るもの 







内容 

１　奈川地区観光宣伝事業 

　　奈川地区の観光案内業務、観光交流業務、地域内のイベント企画や観光
　宣伝業務等実施 



２　山岳診療所開設支援事業（診療所9か所、山小屋6か所） 

　　山岳診療所を開設する大学及び山小屋へ報償費を支出 



３　各種イベント等への負担金 

　⑴　乗鞍高原索道事業 

　⑵　全国山の日協議会 

　⑶　上高地開山祭、上高地閉山式、ウェストン祭 



４　上高地地区春山除雪費用補助 

　　開山のため上高地町会が実施する遊歩道除雪費用の1/2を補助 



５　その他 

　　雪を目的とした誘客を図る「乗鞍岳春山バス事業」の実施 




効率指標

山岳エリアの観光客入込数

① 山岳エリアの１人当たりの日本人観光消費額

② 山岳エリアの１人当たりの外国人観光消費額

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

山岳観光推進事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　観光により山や自然が持つ魅力や価値を伝えるとともに、保護と利用のバランスや楽しむためのルールにつ
いても学習できる、SDGｓに配慮した持続可能な観光地を目指していく必要がある。 

　広域観光の視点から、二次交通の整備に加え、自然だけではなく歴史文化など多彩で上質な体験と滞在がで
きるプログラムの開発及び情報発信の強化が必要。 

　地域が主体となって取り組んでいる試みが定着し持続可能となるなるように、サポートをしていく。

○

連絡先 0263-94-2307

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別安曇 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

アルプスリゾート整備本部

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 02

担当所属

継続

７文化・観光

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現

前年度の結果

事業１ 山岳観光推進事業費

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現 款 07 事業２ 山岳観光推進事業

７文化・観光 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

令和３年度から令和４年度にかけて款項目の組み換えがあったため

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

11,840

11,840

0

令和　４年度 決算

21,265

令和　５年度 決算

19,982

10,882

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

7,590

1.000

0

0

0

0

0

0.000

11,840

0

12,205

9,060

0

0

10,882

9,100

0

0

1.000

0

0

7,560

0

0

0

12,205

0

0

0

0

0

112,159

9,960

7,560

1.000

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

122,119

112,159

0

0

0

0

7,590

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

90%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

77%

57%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

2,400 1,500 1,510 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,560

人件費合計

平均年収 7,560 7,590

円

円

①

②

①

②

③

①

単位

人

53,548.000 88,584.000 93,720.000

対象指標

活動指標

40,850.000 50,901.000 53,250.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

1,483,400.000

その他

41,102.000

令和１０年度

令和　７年度成果指標

令和　７年度

45,429.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

34,597.000

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

978,400.000

35,797.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

2,097,816.0001,966,700.000 2,197,000.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　山岳が抱える様々な課題の解決に向けて共に取り組むため、当該団体へ負
担金を支出するもの 

　また、山岳観光の振興を図る団体に対して、支援するもの 







内容 

１　負担金 

　⑴　北アルプス南部地区山岳遭難防止対策協会 

　　　登山者の遭難救助及び事故防止活動、啓発活動に対するもの 

　⑵　北アルプス登山道等維持連絡協議会 

　　　登山道等の維持、管理に対するもの 

　⑶　上高地管理用道路維持管理協議会 

　　　上高地の梓川右岸の管理用道路整備に対するもの 

　⑷　北アルプス登山案内人組合連合会 

　　　安全登山の推進に対するもの 

　⑸　乗鞍岳自動車利用適正化連絡協議会 

　　　乗鞍岳の自然環境保全等の活動に対するもの 

　⑹　上高地自動車利用適正化連絡協議会 

　　　上高地の自然環境保全等の活動に対するもの 



２　補助金 

　⑴　上高地を美しくする会 

　　　上高地の美化活動に対し支援するもの 

　⑵　乗鞍高原を美しくする気 

　　　乗鞍高原の美化活動に対し支援するもの 






効率指標

山岳エリアの観光客入込数

① 山岳エリアの１人当たりの日本人観光消費額

② 山岳エリアの１人当たりの外国人観光消費額

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

山岳観光団体育成事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　山岳観光振興事業に取り組む団体に対しては、積極的に市の施策や地域の実情に配慮しながら、課題の解決
に努めていく必要がある。 

　補助金を出している団体に対しては、事業が適切に実行、運営されているか必ず確認する必要がある。 


○

連絡先 0263-94-2307

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別安曇 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

アルプスリゾート整備本部

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 02

担当所属

継続

７文化・観光

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現

前年度の結果

事業１ 山岳観光団体育成事業費

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現 款 07 事業２ 山岳観光団体育成事業

７文化・観光 予
算
事
業

会計

事業３ 負担金

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

20,170

20,170

0

令和　４年度 決算

25,850

令和　５年度 決算

25,471

20,166

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

3,795

0.500

0

0

0

0

0

0.000

20,170

0

20,570

5,280

0

0

20,166

5,305

0

0

0.500

0

0

3,780

0

0

0

20,570

0

0

0

0

0

11,006

5,280

3,780

0.500

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

16,286

11,006

0

0

0

0

7,590

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

90%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

77%

57%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

1,500 1,500 1,510 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,560

人件費合計

平均年収 7,560 7,590

円

円

①

②

①

②

③

①

単位

人

53,548.000 88,584.000 93,720.000

対象指標

活動指標

40,850.000 50,901.000 53,250.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

1,483,400.000

その他

41,102.000

令和１０年度

令和　７年度成果指標

令和　７年度

45,429.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

34,597.000

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

978,400.000

35,797.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

2,097,816.0001,966,700.000 2,197,000.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 03

事業１ アルプスエリア観光施設事業費

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現 款 07 事業２ アルプスエリア観光施設事業

７文化・観光 予
算
事
業

会計 01

項 02

担当所属

継続

７文化・観光

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現

前年度の結果 今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

アルプスリゾート整備本部

総
合
計
画

増大削減

事業種別～ 永年

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 観光・交流施設 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 0263-94-2307

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

　アルプスエリア観光施設事業は、当エリアを訪れる多くの観光客が利用する施設の経常的な維持管理をす
るものであり、各施設は設置から年数が経過しているため、老朽化している施設が多く、それらを効率的に
維持管理していくことが課題。 

　環境美化や衛生面に配慮し、利用しやすい環境整備を心掛け、効率的な施設の維持管理に努める。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

山岳エリアの１人当たりの日本人観光消費額

② 山岳エリアの１人当たりの外国人観光消費額

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

アルプスエリア観光施設事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　アルプスエリア（上高地・沢渡・白骨・乗鞍・奈川）に設置されている
観光施設等の維持管理を行うもの 



内容 

１　観光施設の維持管理 

　⑴　指定管理施設 

　　　いがやレクリエーションランド・乗鞍観光センター・沢渡駐車場・
　　白骨温泉公共野天風呂・湯けむり館・高ソメキャンプ場・ウッディ
　　もっく・野麦峠オートキャンプ場他 

　⑵　安曇アクティブプラザ・アルプスの郷 

　⑶　渋沢温泉 

　⑷　登山道、遊歩道、除雪、草刈等 

２　公衆トイレの維持管理 

　　アルプスの郷や乗鞍・奈川・上高地等、アルプスエリア内に１４か所
　ある公衆トイレの維持管理 




効率指標

山岳エリアの観光客入込数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

二次評価（外部評価）

１）内容評価
アルプスエリアに設置されている観光施設等の維持管理を行うという事業の趣旨・目的からすれば、当該事
業内容及び総合評価は、適正である。山岳エリアでの質の高い利用を推進するためにも、老朽化した施設の
維持管理は不可避の課題であると思われる。
２）指標の設定
事業評価の評価項目として、当該指標の設定は妥当であると思われる。ここ数年、活動指標の「山岳エリア
の観光客入込数」は、大幅に増加している。また２つの成果指標（山岳エリアの１人当たりの日本人観光消
費額、山岳エリアの１人当たりの外国人消費額）も、目標値には未達なものの、上昇傾向が見られる。今後
も、この傾向が続くことを期待したい。
３）今後の方向性
各施設の老朽化が進んでいることから、今後は、建て替えなどの対応も必要になってくると思われる。各施
設の利用状況などを精査し、メリハリをつけた予算配分を進めて頂きたい。

1,966,700.000 2,122,612.000

成
果

今後の見込み

縮小

2,097,816.000

維持

上昇

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

コスト

削減 維持 増大

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

978,400.000

35,797.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

34,597.000

③

①

令和　７年度

平成　７年度成果指標

平成　７年度

45,429.000

効率指標

1,483,400.000

その他

41,102.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

40,850.000 50,901.000 53,250.000

53,548.000 88,584.000 93,720.000

単位

人

円

円

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

6,040 6,040 6,040 6,040

0

77%

57%

活動指標の増減維持理由

4,910

0

93%

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

70,137

令和　２年度 決算

134,558

120,928

491

13,630

681

44,709

令和　３年度 決算

148,575

119,765

0

2,276

0

7,590

7,590

70,483

28,810

22,770

3.000

6,040

1.000

0

0

0

139,480

3,740

2,276

0

681

57,332

2,276

0

2.000

0

0

15,180

681

46,325

75,451

21,220

930

81,696

48,480

21,220

15,180

2.000

5,426

0

1,210

90,990

15,180

2.000

38,414

21,220

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

157,260

136,040

0

令和　４年度 決算

160,700

令和　５年度 決算

154,602

133,382

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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【事 業 の 評 価】

【総合評価】

評
価 Ｂ

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

一次評価 B
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ アルプスリゾートブランディング事業費

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現 款 07 事業２ アルプスリゾートブランディング事業

７文化・観光 予
算
事
業

会計 01

項 02

担当所属

継続

７文化・観光

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

アルプスリゾート整備本部

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 4年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別安曇 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 0263-94-2307

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・世界に冠たる山岳リゾートを実現するため、観光プロモーション課及び観光関連団体と連携し、アルプスエ
リアの魅力を効果的に発信し、ポストコロナを見据えた誘客活動を強化する。 

・観光地のエリアブランディングを行うプロジェクトマネージャーを登用し、デジタルコンテンツを活用した
プロモーション等を実施する。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

山岳エリアの１人当たりの日本人観光消費額

② 山岳エリアの１人当たりの外国人観光消費額

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

アルプスリゾートブランディング事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

「岳都・松本」を市民の誇りとして認識してもらうとともに、旅行者の満足
度を高めて、リピート化や滞在型につなげるために、各エリアが持つ特色と
魅力を磨き上げ、上質な山岳リゾートの実現を目指す。 





内容 

１　地域ブランディング事業 

　⑴　松本高山BigBridge構想の実現とともに、各エリアの特色や魅力を磨
き上げるために、観光コンテンツの造成やPRを実施する。 

　⑵　宣伝効果の高いオンラインプロモーションやデジタル広告等を使いな
がら、適切な層に訴求させ、効果検証によるPDCAサイクルを推進する。 

２　山の日事業、岳都・松本「山岳フォーラム」 

　⑴　里山歩きからキャンプ、本格登山まで山や自然をテーマに、座学や
フィールドワークを実施し、幅広い世代に自然の魅力を浸透させ、技術習得
をするための事業を行う。 

　⑵　山の日事業：第1回大会から続く四方山祭りを継続実施し、岳都・松
本をPRする。 






 効率指標

山岳エリアの観光客入込数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

1,966,700.000 2,197,000.0002,097,816.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

978,400.000

35,797.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

34,597.000

③

①

令和１０年度

令和　７年度成果指標

令和　７年度

45,429.000

効率指標

1,483,400.000

その他

41,102.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

40,850.000 50,901.000 53,250.000

53,548.000 88,584.000 93,720.000

単位

人

円

円

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

77%

57%

活動指標の増減維持理由

0

0

90%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

25,860

0

0

0

0

0

0

0

0.700

0

0

5,313

0

0

25,860

5,313

0

16,200

176

5,313

5,313

0.700

0

0

0

0

5,313

0.700

16,250

5,313

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

21,563

16,250

0

令和　４年度 決算

31,173

令和　５年度 決算

21,689

16,376

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　環境省が推進する一の瀬の上質化と合わせて、老朽化した乗鞍観光セン
ター及びその周辺をゼロカーボンの機能を併せ持つ施設として再整備を行
い、乗鞍の玄関口である鈴蘭地区の上質化を図ることにより乗鞍高原全体
の地域活性化につなげる。 



内容 

１　乗鞍観光センター施設整備（基本計画） 

　⑴　ゼロカーボン拠点機能（ＺＥＢ化、取組みの実践・体験の発信等） 

　⑵　案内・誘導拠点機能（総合案内・誘導窓口、自然の紹介・情報表示
　　等） 

　⑶　交通拠点機能（分散型駐車場、バス・ＥＶ等の交通ターミナル） 

　⑷　滞在・交通拠点機能（乗鞍岳の眺望を活かした場、来訪者と地域と
　　の交流の場等） 

２　最適な環境配慮型二次交通の導入検討 

　　乗鞍観光センターから一の瀬等の観光エリアへの二次交通となるモビ
　リティ整備を検討 




効率指標

山岳エリアの観光客入込数

① 山岳エリアの１人当たりの日本人観光消費額

② 山岳エリアの１人当たりの外国人観光消費額

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

乗鞍観光センター周辺整備事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　事業規模が１０億円を超える事業であり、物価上昇などの社会情勢に応じたコスト維持の対応が課題 

　ＰＦＩ又はＰＦＩ的手法（ＤＢＯ方式）の導入による成果向上については、慎重に検討をしていく必要があ
る。 ○

連絡先 0263-94-2307

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別安曇 観光・交流施設 政策的経費

事業種別令和 4年度 ～ 令和 9年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

アルプスリゾート整備本部

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 02

担当所属

継続

７文化・観光

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現

前年度の結果

事業１ 乗鞍ゼロカーボンパーク推進事業費

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現 款 07 事業２ 乗鞍観光センター周辺整備事業

７文化・観光 予
算
事
業

会計

事業３ 委託料

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

44,060

36,470

0

令和　４年度 決算

18,854

令和　５年度 決算

20,009

13,937

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

6,072

0.800

0

0

0

0

7,590

1.000

36,470

7,590

4,767

4,554

0

0

13,937

6,072

0

0

0.600

0

0

4,554

0

0

0

14,300

9,533

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

93%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

77%

57%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 C 概ねなっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

円

円

①

②

①

②

③

①

単位

人

53,548.000 88,584.000 93,720.000

対象指標

活動指標

40,850.000 50,901.000 53,250.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

1,483,400.000

その他

41,102.000

令和　７年度

令和　７年度成果指標

令和　７年度

45,429.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

34,597.000

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

978,400.000

35,797.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

2,097,816.0001,966,700.000 2,122,612.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 委託料

目 02

事業１ 乗鞍ゼロカーボンパーク推進事業費

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現 款 07 事業２ 乗鞍ゼロカーボンパーク普及啓発事業

７文化・観光 予
算
事
業

会計 01

項 02

担当所属

拡大

７文化・観光

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

拡大今後の実施方向性

会計種別

アルプスリゾート整備本部

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 4年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別安曇 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 94-2307

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・普及啓発事業を実施することで、脱プラ・脱炭素等について、住民や観光事業者の理解が深まった。 

・課題に即したプロジェクトが複数立ち上がり、コミュニティメンバーが主体となり地域と協同でプロジェク
トを推進し課題解決に寄与した。 

・地域内だけでなく地域外からもコミュニティに参加するメンバーが存在し、当事業を通じて関係人口の増加
に寄与した。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

普及啓発事業を通して事業化した件数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

乗鞍ゼロカーボンパーク普及啓発事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

ゼロカーボンパークで脱炭素先行地域にも採択された乗鞍高原において、住
民のゼロカーボンに関する内部啓発事業を行うことで、住民理解の促進を行
うもの。また、本事業の取り組みを対外的に発信することにより、地域外と
の接点の創出と情報発信を狙うもの。 



内容 

１　普及啓発事業の実施 

　　乗鞍高原の観光事業者に、脱炭素やサステナブルな取り組みを率先して 

　実践することを促すために、有識者を招聘したセミナーを開催するもの。 

　参加対象は地域住民と地域外とし、環境・地域づくり・観光に関心がある 

　ものとする。 

２　プロジェクトの推進 

　　ゼロカーボンを実現するために、コミュニティメンバーが主体となり、 

　地域の課題に即したプロジェクトの立ち上げ・推進を行うもの。 

３　情報発信 

　　本事業や乗鞍高原における取り組みを地域内外に広く発信することで、 

　乗鞍高原のブランディングを高めるもの。 





効率指標

セミナー等開催回数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

5.000 5.0005.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　９年度

成果指標

令和　９年度

効率指標

5.000

その他

0.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

0.000 2.000 4.000

単位

回

件

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 604 604 604

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

市の目指す姿に大きく貢献する事業

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

0%

活動指標の増減維持理由

0

0

100%

乗鞍高原ゼロカーボンラボラトリーは、各プロジェクトチームを立ち上げ、乗鞍高原における脱炭素などのサステナブルな取り組みを実
践・拡大しており、これは松本市が目指すゼロカーボンシティの実現に寄与しています。 

また、環境意識の高い地域外の人々との関わりが多く、関係人口の創出にも結びついています。

一次評価 A

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

2,030

0

0

0

0

0

0

0

0.300

0

0

2,277

0

0

2,030

2,881

0

2,030

0

2,881

2,277

0.300

0

0

0

0

2,277

0.300

2,030

2,881

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

4,911

2,030

0

令和　４年度 決算

4,911

令和　５年度 決算

4,911

2,030

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 山岳観光団体育成事業費

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現 款 07 事業２ 松本市アルプス山岳郷組織体制強化整備事業

７文化・観光 予
算
事
業

会計 01

項 02

担当所属

継続

７文化・観光

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

アルプスリゾート整備本部

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 5年度 ～ 令和 8年度

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別安曇 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 0263-94-2307

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・山岳郷エリアで動いている事業のインプットや地域で活躍する人へのインタビュー等を実施することで、こ
のエリアの理解を深めることができ、また、地域力創造アドバイザーによる研修受講・視察を通し、成功して
いるＤＭＯ組織の知見を深められ、山岳郷組織の体制強化について検討することができた。 

・次年度は、人手不足により実施できなかった事業に携わりながら、より地域の中に入り込み、地域全体のサ
ポートを行い、併せて、山岳郷組織としての体制強化について引き続き取り組んでいく。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

山岳エリアの１人当たりの日本人観光消費額

② 山岳エリアの１人当たりの外国人観光消費額

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

松本市アルプス山岳郷組織体制強化整備事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

松本市西山地区が横断的に向上していき、地域が自立していくための下支え
をする役割を担う（一社）松本市アルプス山岳郷が、人員不足などの理由か
ら十分な活動を行えていない状況にある。今後、松本市街地と高山市街地を
つなぐ「松本高山BigBridge構想」実現においても重要な役割を担うべき同
組織の、組織体制強化を図るもの 





内容 

１　地域力創造アドバイザー制度（総務省）活用による、ＤＭＯ専門家の助
言指導（Ｒ５年５月～Ｒ７年３月） 

　　財源論・組織論等の議論、人員に係る指導・育成、観光セクション職員
へのアドバイザリー業務 

２　組織の活動を専門で実施する人材（地域おこし協力隊）の任用（Ｒ５年
８月～Ｒ８年７月） 

　　乗鞍サステナブル事業推進、マーケティング・プロモーション活動、コ
ンテンツ造成、各エリアの声の拾い上げ 






効率指標

山岳エリアの観光客入込数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

1,966,700.000 2,197,000.0002,097,816.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

978,400.000

35,797.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

34,597.000

③

①

令和１０年度

令和　７年度成果指標

令和　７年度

45,429.000

効率指標

1,483,400.000

その他

41,102.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

40,850.000 50,901.000 53,250.000

53,548.000 88,584.000 93,720.000

単位

人

円

円

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

77%

57%

活動指標の増減維持理由

0

0

90%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

10,082

5,313

5,313

0.700

0

0

0

0

5,313

0.700

15,160

5,313

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

20,473

15,160

0

令和　４年度 決算

0

令和　５年度 決算

15,395

10,082

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

老朽化及び国際化対応、快適性向上のため、大正池公衆トイレ（Ｈ２建）、
明神公衆トイレ（Ｈ２建）、徳沢公衆トイレ（Ｈ４建）の改築を行うもの 



内容 

⑴　大正池公衆トイレ改築（Ｈ２建） 

　　事業主体：環境省　　　事業年度：Ｈ３０～Ｒ４ 

⑵　明神公衆トイレ改築（Ｈ２建） 

　　事業主体：松本市　　　事業年度：Ｒ元～Ｒ８ 

⑶　徳沢公衆トイレ改築（Ｈ４建） 

　　事業主体：松本市　　　事業年度：Ｒ元～Ｒ６ 


効率指標

改築済みの上高地にある市有公衆トイレ数（施工中のもの
は工事の進捗割合による）

①

継続事務事業

上高地にある市有公衆トイレ数

事業概要

令和 5年度

上高地公衆トイレ改築整備事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・令和６年度に徳沢公衆トイレの改築が完了する見込み。続いて、明神公衆トイレの改築事業を進める。

○

連絡先 0263-94-2307

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別安曇 政策的経費

事業種別平成31年度 ～ 令和 9年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

アルプスリゾート整備本部

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 02

担当所属

継続

７文化・観光

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現

前年度の結果

事業１ 山岳観光施設整備事業費

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現 款 07 事業２ 上高地公衆トイレ改築整備事業

７文化・観光 予
算
事
業

会計

事業３ 委託料

目 03
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

130,591

115,411

0

令和　４年度 決算

18,260

令和　５年度 決算

49,236

34,056

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

15,180

2.000

45,470

0

0

0

15,180

2.000

69,941

15,180

2,079

15,180

0

2,450

15,805

15,180

15,801

0

2.000

0

0

15,180

0

0

0

3,080

0

1,001

0

0

0

3,457

15,180

15,180

2.000

0

2.000

0

0

令和　３年度 決算

22,094

6,914

0

3,457

0

15,180

7,590

384

令和　２年度 決算

17,134

1,954

0

15,180

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

50%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

1,570

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

箇所

箇所

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

1.200

その他

令和　９年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

3.000

0.500

達成度

3.000

R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

3.000 3.000 0.000

2.0001.500 3.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　白骨温泉地域主導で新たな滞在コンテンツの創出及び上質化を目指すため
滞在コンテンツ検討部会を立ち上げており、初動支援及び付随する景観整備
等を行うことで、エリア全体の上質化及びブランド化を進め、滞在コンテン
ツを開発し、温泉だけに頼らないまちづくりを実現していく。また、中部山
岳国立公園南部地域利用推進プログラム「松本高山BigBridge構想」の利用
拠点として機能することで、更なる地域の賑わいを取り戻す。 
 



内容 

１　ハード事業 

　　Ｒ５　木道整備測量設計、木道撤去 

　　Ｒ６　木道整備工事 

　　Ｒ６～９　市道景観舗装工事 



２　ソフト事業 

　　Ｒ５　地域ガイド育成、ツアー造成。アクションプランの中でゼロ予 

　　　　算で実行難易度が低いものから実施 

　　Ｒ６　アクションプランの実行・検証　観光案内所とその周辺の整備 

　　　　について検討 


効率指標

山岳エリアの観光客入込数

① 山岳エリアの１人当たりの日本人観光消費額

② 山岳エリアの１人当たりの外国人観光消費額

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

白骨温泉まちづくり事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

建設コストが増加傾向にあるため、今後も同様な傾向が続く場合、コスト削減を検討していく必要がある。白
骨温泉の上質化に向けて継続的に事業を進めていく。

○

連絡先 0263-94-2307

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別安曇 観光・交流施設 政策的経費

事業種別令和 5年度 ～ 令和 9年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

アルプスリゾート整備本部

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 02

担当所属

継続

７文化・観光

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現

前年度の結果

事業１ 山岳観光施設整備事業費

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現 款 07 事業２ 白骨温泉まちづくり事業

７文化・観光 予
算
事
業

会計

事業３ 委託料

目 03
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

58,510

58,510

0

令和　４年度 決算

0

令和　５年度 決算

8,404

6,886

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

1,518

0.200

0

58,500

0

0

0

0.400

10

0

0

0

0

6,880

6

1,518

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

91%

一次評価 C

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

77%

57%

一次評価 C 概ね結びつくものになっている

0

概ねなっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 C 概ねなっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

円

円

①

②

①

②

③

①

単位

人

53,548.000 88,584.000 93,720.000

対象指標

活動指標

40,850.000 50,901.000 53,250.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

1,483,400.000

その他

41,102.000

令和　９年度

令和　７年度成果指標

令和　７年度

45,429.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

34,597.000

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

978,400.000

35,797.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｃ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

2,097,816.0001,966,700.000 2,172,204.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

上高地の自然環境の再生と、安全な利用環境整備の両立を図るため、管理用
道路の改善や電力供給施設の拡張などを行うもの 



内容 

１　徳沢・横尾地区の管理用道路整備の改善と梓川の再生 

　　新たな管理用道路整備　砂利道Ｌ≒3,400m　車道橋1基Ｌ≒90m 

　　整備後、現在の管理用道路を撤去し、梓川を自然な状況に戻す。 

２　上高地電力供給施設の拡張等 

　　明神及び徳沢地区に電力供給している施設を横尾まで拡張する。 

　　徳沢・横尾間の光ケーブルを地下化する。 

３　現在の管理用道路の維持・管理 

　　新たな管理用道路整備完了までの間、適切に管理する。 


効率指標

管理用道路工事完了延長

①

継続事務事業

管理用道路整備延長

事業概要

令和 5年度

上高地対策事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・工事が本格化することから、事業も目的や内容について情報発信に力を入れる。 

・過疎対策事業債を主な財源としているが、引き続き、企業版ふるさと納税、クラウドファンディング型ふる
さと納税等の制度を活用し、企業や個人から寄付金を募る。

○

連絡先 0263-94-2307

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別安曇 政策的経費

事業種別平成27年度 ～ 令和10年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

アルプスリゾート整備本部

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

７文化・観光

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現

前年度の結果

事業１ 上高地対策事業費

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現 款 08 事業２ 上高地対策事業

７文化・観光 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

319,827

297,057

0

令和　４年度 決算

121,213

令和　５年度 決算

328,700

305,930

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

22,770

3.000

0

278,100

0

0

22,770

3.000

18,957

22,770

1,876

22,770

0

22,170

360

22,770

0

283,400

3.000

0

0

22,770

0

2,000

0

98,443

0

0

88,437

0

8,130

34,490

22,770

22,770

3.000

0

3.000

0

0

令和　３年度 決算

59,260

36,490

0

0

0

22,770

7,590

85,923

令和　２年度 決算

108,693

85,923

0

22,770

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

38%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

ｍ

ｍ

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

1,260.000

その他

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

3,340.000

0.000

達成度

3,340.000

R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

3,340.000 3,340.000 0.000

0.0001,260.000 3,340.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 委託料

目 01

事業１ 上高地保存活用推進事業費

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現 款 08 事業２ 上高地保存活用推進事業

７文化・観光 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

７文化・観光

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

アルプスリゾート整備本部

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 4年度 ～ 令和 9年度

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別安曇 政策的経費

維持

コスト

連絡先 0263-94-2307

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・今後、管理団体の指定を受け、保存活用計画策定が本格化することから、策定にかかる会議運営・関係機関
等との調整等に力を入れる。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

上高地保存活用推進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

松本市が文化財としての上高地の管理団体に指定を受け、国立公園管理（環
境省）と文化財管理（松本市）が中心となった統一的管理体制を築くことに
より、保存と活用が両立した管理を進めるもの 


 

内容 

１　文化庁長官から管理団体の指定を受けることの意見具申（教育委員会）
→管理団体指定 



２　上高地ビジョン改定と整合した保存活用計画の策定と保存活用事業の実
施（市長部局） 


効率指標
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

効率指標

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2.000

0

0

15,180

0

0

0

15,180

0

2,990

2

15,180

15,180

2.000

120

0

0

0

15,180

2.000

1,880

15,180

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

19,180

4,000

2,000

令和　４年度 決算

15,180

令和　５年度 決算

18,172

2,992

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 野麦峠スキー場管理費

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現 款 01 事業２ 野麦峠スキー場管理費

７文化・観光 予
算
事
業

会計 26

項 01

担当所属

継続

７文化・観光

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現

前年度の結果 今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

アルプスリゾート整備本部

総
合
計
画

増大削減

事業種別令和 5年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別奈川 スポーツ・公園施設 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 0263-94-2307

事業期間 政策的事務奈川観光施設事業特別会計

分野

基本施策

〇

「持続可能な奈川地区推進協議会」で奈川地区の今後の在り方を検討していく中で、スキー場の存廃につい
ても意見交換が行われた。２シーズン後を目途に存廃の判断を行うこととなったが、地元では存続を支持す
る声が根強い。 

スキー場の営業は、安全第一であるため、リフト整備を計画的に行っていく。また、リフト以外の施設等に
ついても老朽化が著しいため、雪不足を補う降雪機及び除雪用のタイヤドーザーの更新をしていく。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

野麦峠スキー場利用者数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

野麦峠スキー場管理事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　市民等のウィンタースポーツの振興、地域の活性化及び雇用の創出を図
るため、野麦峠スキー場の更なる利用促進に取り組むもの 




内容 

１　事業内容 

　　安全で快適なスキー場の運営のため、リフトの整備計画を立て、優先
　順位を付け整備していくもの。 

　　営業開始から40年以上が経過する中で、施設の老朽化が進み、現場技
　術者の点検結果から、整備の優先順位を毎年調整する必要がある。 



２　活動実績 

　　令和５年度工事 

　　・第１ペアリフト他修繕　　　　　　　 42,540千円 







効率指標

山岳エリアの観光客入込数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

二次評価（外部評価）

１）内容評価
スキー場の安全性を確保するという事業の趣旨・目的からすれば、同事業内容及び総合評価は、適正であ
る。ただし、リフトの整備、リフト以外の施設の更新には多額のコストがかかることが予想されることか
ら、今後の事業のあり方については検討が必要であると思われる。
２）指標の設定
活動指標として設定されている「山岳エリアの観光客入込数」の増加傾向と比較すると、成果指標として設
定されている「野麦峠スキー場利用者数」の伸び悩みは、非常に顕著である。周辺エリアに来訪した観光客
を取り込んでいけるかどうかが、今後の事業のあり方を判断する際の大きな鍵になってくると思われる。
３）今後の方向性
「持続可能な奈川地区推進協議会」において、スキー場の存廃についても議論がなされているとのこと。
ウィンタースポーツの振興はもちろん、地域の活性化、雇用の創出といった側面において、同スキー場に対
する期待は小さくないと思われる。施設存続のためには、通年を通した誘客の仕組みを早急に検討していく
必要があるだろう。

1,966,700.000 2,122,612.000

成
果

今後の見込み

縮小

2,097,816.000

維持

上昇

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

コスト

削減 維持 増大

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

978,400.000

31,249.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

令和　７年度

効率指標

1,483,400.000

その他

25,768.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

25,000.000 33,000.000 33,000.000

単位

人

人

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

0 0 0 0

0

76%

活動指標の増減維持理由

0

47,900

93%

成果指標の増減維持理由

令和３年度は、市内の小中学生と保護者を対象にしたリフト券購入補助の効果があり、コロナ禍の中でも入込数が伸びた。 

令和４年度以降は同施策は行っていない。

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

70,169

令和　２年度 決算

125,659

118,069

0

7,590

0

0

令和　３年度 決算

217,759

210,169

0

0

117,600

7,590

7,590

92,569

7,590

7,590

1.000

0

1.000

0

0

0

117,870

0

0

35,400

0

0

0

42,500

1.000

0

0

7,590

0

0

82,470

7,590

0

0

116,473

7,590

7,590

1.000

0

88,600

0

0

7,590

1.000

111,210

7,590

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

207,400

199,810

0

令和　４年度 決算

125,460

令和　５年度 決算

166,563

158,973

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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【事 業 の 評 価】

【総合評価】

評
価 Ｃ

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 C 概ねなっている

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 C 概ね結びつくものになっている

概ねなっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

一次評価 C
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３

目

事業１

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現 款 事業２

７文化・観光 予
算
事
業

会計

項

担当所属

継続

７文化・観光

７－５世界に冠たる山岳リゾートの実現

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

アルプスリゾート整備本部

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別昭和29年度 ～

根拠法令要綱 地方公営企業法

地域区分 予算要求区分施設種別安曇 観光・交流施設

①

維持

コスト

連絡先 0263-94-2307

事業期間 その他上高地観光施設事業会計

分野

基本施策

○

　借入金の早期返済ならびに公営企業として安定した事業を継続するため、利用者の期待を上回るサービスを
提供し、収益のさらなる増加を図る事で事業を継続していく。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

山岳エリアの１人当たりの日本人観光消費額

② 山岳エリアの１人当たりの外国人観光消費額

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

上高地観光施設事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　本事業は、地域協働の重要施設として、また、本市の観光戦略を直接実現
する最前線の観光事業施設として、日本全国から上高地を訪れる観光客のみ
ならず、松本市民の利用促進も図ります。また、各施設の支配人と情報共
有・連携を図り、健全経営に努めています。 



内容 

１　新型コロナウイルス感染症の緩和に伴う観光需要の影響により、上高地
に訪れる多くの観光客の受入れを行った。 



２　各施設の取組み 

（１）上高地アルペンホテル 

　　ア　オンラインシステムや予約サイトを通した空室提供及び空室管理 

　　イ　新たなツアーの造成 

（２）上高地食堂 

　　ア　新メニューの開発や地域特産品の販売 

　　イ　コロンビアスポーツウェアジャパンとの連携協定に伴う商品の販売 

（３）徳沢ロッヂ 

　　ア　インスタグラム等SNSを活用した、情報発信による集客促進 

（４）焼岳小屋 

　　ア　活火山における山案内、登山道整備 

　　イ　立ち寄り所としての休憩機能 


効率指標

山岳エリアの観光客入込数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

1,966,700.000 2,122,612.0002,097,816.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

978,400.000

35,797.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

34,597.000

③

①

令和　７年度

令和　７年度成果指標

令和　７年度

45,429.000

効率指標

1,483,400.000

その他

41,102.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

40,850.000 50,901.000 53,250.000

53,548.000 88,584.000 93,720.000

単位

人

円

円

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

77%

57%

活動指標の増減維持理由

令和５年度は円安や新型コロナウイルス感染症の緩和に伴う観光需要の影響により、観光客の入込みが伸びた。

0

0

93%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

250,660

令和　２年度 決算

255,214

250,660

0

4,554

0

0

令和　３年度 決算

280,664

276,110

0

0

0

4,554

7,590

276,110

4,554

4,554

0.600

0

0.600

0

0

0

344,420

0

0

0

0

0

0

0

0.600

0

0

4,554

0

0

344,420

4,554

0

0

470,562

4,554

4,554

0.600

0

0

0

0

4,554

0.600

457,340

4,554

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

461,894

457,340

0

令和　４年度 決算

348,974

令和　５年度 決算

475,116

470,562

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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住民自治局 
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地域づくり課 

 
課長 甕 国人 
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　市政運営に協力いただいている、松本市町会連合会・地区町会連合会・単
位町会の活動を支援するもの 



内容 

⑴　松本市町会運営活動費交付金等支給要綱に基づき、地区町会連合会・単
位町会等を支援するもの。 

⑵　町会長に対する感謝状及び記念品贈呈要綱に基づき記念品を購入 







効率指標

町会加入率

①

継続事務事業

単位町会数

事業概要

令和 5年度

町会関係事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　市政運営の重要なパートナーである松本市町会連合会・地区町会連合会・単位町会との協働のまちづくりを
推進する。

○

連絡先 34-3280

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱
⑴　松本市町会運営活動費交付金等支給要綱 

⑵　町会長に対する感謝状及び記念品贈呈要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

地域づくり課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 02

担当所属

継続

３住民自治・共生

３－１住民自治支援の強化

前年度の結果

事業１ 町会関係費

３－１住民自治支援の強化 款 02 事業２ 町会関係費

３住民自治・共生 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

157,422

143,760

0

令和　４年度 決算

159,700

令和　５年度 決算

155,418

141,756

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

13,662

1.800

0

0

0

0

13,662

1.800

143,760

13,662

144,520

15,180

0

0

141,756

13,662

0

0

2.000

0

0

15,180

0

0

0

144,520

0

0

0

0

0

144,520

15,180

15,180

2.000

0

2.000

0

0

令和　３年度 決算

159,700

144,520

0

0

0

15,180

7,590

146,810

令和　２年度 決算

161,990

146,810

0

15,180

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

100%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

町会

％

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

75.000

その他

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

487.000

76.000

達成度

485.000

R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

485.000 485.000 0.000

75.00075.000 75.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 01

事業１ サポートセンター運営事業費

３－１住民自治支援の強化 款 02 事業２ サポートセンター運営事業

３住民自治・共生 予
算
事
業

会計 01

項 02

担当所属

継続

３住民自治・共生

３－１住民自治支援の強化

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

地域づくり課

②

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別～

根拠法令要綱 松本市市民活動サポートセンター条例

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3280

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

市民活動団体の活動拠点としてサポート機能を強化して継続的に支援に取り組む

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

サポートセンターによる支援に対する登録団体の満足度

継続事務事業

市民活動サポートセンター登録団体数

事業概要

令和 5年度

サポートセンター運営事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

「市民活動サポートセンター」を市民活動の拠点施設と位置づけ、市民活
動に関わる各種相談、広報・啓発、学習・研修、交流、情報収集・提供、
調査・研究など、市民活動推進に向けた様々な支援に取り組むもの 



内容 

１　運営体制 

　⑴　開館時間　　午前９時～午後９時（日曜・休日は午後５時まで） 

　⑵　休館日　　　 毎月第１・第３月曜日及び年末年始 

２　市民活動団体の支援事業 

　⑴　プラチナ世代支援事業 

　　ア　プラチナサロン　　１２回開催 

　　イ　プラチナ講演会　　　３月 

　　ウ　プラチナコーラス　１２回開催 

　⑵　ふれあいサロン　　　　３回開催 

　⑶　市民活動フェスタ　　１１月（２日間） 

　⑷　市民活動セミナー　　　４回実施 

３　情報収集・発信 

　　ホームページ（市のHP及び専用HP）、SNS（YouTube、Twitter）、 

　サポートセンター通信（４回発行）等で、市民活動団体の活動内容や 

　助成金、ボランティア情報等を紹介　　　　 

４　相談対応 

　　市民活動やボランティアに関する相談への対応 


効率指標

市民活動サポートセンター利用者数

相談対応件数（窓口、電話、メール等）

①

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

2,000.000 2,400.000

11,243.000 13,000.00012,000.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

233.000 230.000 300.000

【総合評価】

評
価 Ｂ

239.000

R 4年度実績

令和　７年度

達成度

78%

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

306.000

9,469.000

2,393.000

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

令和　７年度

成果指標

令和　７年度

効率指標

12,324.000

その他

1,837.000 1,867.000

0.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

68.000 70.000 75.000

単位

団体／年

人／年

件／年

％

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 C 概ねなっている

6,040 6,040 6,040 6,040

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 C 概ね結びつくものになっている

3,792

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

91%

活動指標の増減維持理由

0

0

86%

78%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

962

令和　２年度 決算

15,851

962

0

14,889

0

0

令和　３年度 決算

16,223

942

0

0

0

7,560

7,560

942

15,281

3,795

0.500

2,100

1.000

1,665

3,564

1,654

1,055

0

0

0

0

0

0

0

0.500

2,498

4,770

3,795

0

0

1,055

17,103

0

0

1,285

17,335

3,795

0.500

0

0

0

0

3,795

0.500

1,300

17,385

2,500

5,000

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

18,685

1,300

0

令和　４年度 決算

10,890

令和　５年度 決算

18,620

1,285

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

2,500

5,050千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 01

事業１ 市民協働推進事業費

３－１住民自治支援の強化 款 02 事業２ 市民協働推進事業

３住民自治・共生 予
算
事
業

会計 01

項 02

担当所属

継続

３住民自治・共生

３－１住民自治支援の強化

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

地域づくり課

②

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別～

根拠法令要綱 松本市市民協働事業提案制度実施要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3280

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

多様化、複雑化する地域課題に対して、多様な主体が協働した取組みの促進及びコーディネートを行う。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

多様な主体と協働により取り組んでいる事業数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

市民協働推進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　多様化、複雑化する地域課題を解決し、いきいきと暮らせる住みよい地
域づくりを推進するために、「市民活動と協働を推進するための基本指
針」（平成２７年１２月策定）に基づく取組みを推進するもの 



内容 

１　市民労力提供に対する原材料等支給事業 

　　市の施設や、町会が所有又は管理運営する施設等の修理・営繕、環
　境整備・美化などを無償の労力提供により行う町会や施設利用団体等
　へ原材料等を現物支給するもの 

２　市民活動団体金融対策事業 

　　市民活動団体の立ち上げ資金や運営資金の低利融資等を行っている
　特定非営利活動法人「ＮＰＯ夢バンク」に対し、融資原資の一部とし
　て資金の貸付けを行うもの 

３　市民協働事業提案制度 

　　市民活動団体が主な担い手・参加者となる協働事業の提案について
　相談を受け、関係課・関係団体へつなぐもの 

４　元気づくり支援金申請セミナー 

　　県の「地域発 元気づくり支援金」制度の活用促進及び申請をサポー
　トするためのセミナーを開催（１２月） 

５　職員研修 

　　職員の協働意識の醸成、コーディネート力の向上を目的に実施 






効率指標

原材料等支給事業実施件数

市民協働事業提案制度等による協働事業実施数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

2.000 2.000

19.000 20.00020.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

15.000

0.000

439.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　８年度

令和　８年度

成果指標

令和　８年度

効率指標

25.000

その他

0.000 1.000

381.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

346.000 350.000 450.000

単位

件／年

事業／年

事業／年

①

②

①

②

③

①

②

7,560

人件費合計

平均年収 7,560 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 C 概ね結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

77%

活動指標の増減維持理由

0

0

95%

50%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

6,668

令和　２年度 決算

16,328

6,668

0

9,660

0

0

令和　３年度 決算

13,968

6,408

0

0

0

7,560

7,560

6,408

7,560

7,560

1.000

2,100

1.000

0

0

0

6,840

0

0

0

0

0

0

0

1.000

0

0

7,560

0

0

6,840

7,560

0

0

6,706

7,590

7,590

1.000

0

0

0

0

7,590

1.000

6,890

7,590

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

14,480

6,890

0

令和　４年度 決算

14,400

令和　５年度 決算

14,296

6,706

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

地域づくり課

②

②

③

担当所属

３住民自治・共生

３－１住民自治支援の強化

施設種別 経常経費

事業種別～

01

項 02

継続前年度の結果

事業１ 地域づくり推進事業費総
合
計
画

今後の見込み

３－１住民自治支援の強化 款 02 事業２ 地域づくり推進事業

３住民自治・共生 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 01

増大削減

今後の見込み

多様な主体が関与するという特徴が事業内容に反映されている。しかし、地域資源を活用するという本補助
金要綱が故に、必ずしも事業展開が直接的に地域課題解決に繋がっているとは限らず評価が分かれるところ
である。活性化を図る点では、資源開発にシフトし地域振興に着目するなど取組む余地は充分にあり、その
際、参加する住民を増やすなどの支援は引き続き必要である。地域づくりの指標では関係性の構築は重要で
住民の意識がわかる調査は必要ではないか。今後については、多様な主体による協働であるため特に企業と
の連携強化はさらに図られる。

成
果

二次評価（外部評価）

コスト

削減 維持 増大

維持

コスト

○

縮小

維持

上昇

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・本市の地域づくり推進において、いずれも必要不可欠な事務事業であり今後も継続 

・地域振興事業補助金については、地域づくりセンター強化モデル事業の検証を踏まえた財政支援制度の整
理・検討の中で見直しを行い、一層の有効活用を図っていく。

継続事務事業

地域振興事業補助金の活用に関する相談件数

事業概要

高校通学補助金の対象者数

令和 5年度

地域づくり推進事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

連絡先 34-3280

安曇地区地域づくりセンター,奈川地区地域づくりセンター,梓川地区地域づくりセンター

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

根拠法令要綱
松本市地域振興事業補助金交付要綱、松本市地域づくり市民委員会設置要綱、松本市市民協働事業提案制度実施要綱、松
本市高等学校等通学費等補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　地域、行政、ＮＰＯ・市民活動団体、大学、企業等の多様な主体による
協働体制の構築や地域活動への支援の充実等により、３５地区の特色を生
かした住民主体の「松本らしい地域づくり」を推進するもの 



内容 

１　松本市地域振興事業補助金 

　　地域資源を活用し、地域課題の解決や活性化を図る大型の地域振興
　事業 
を補助するもの 

２　松本市地域づくり市民委員会 

　　地域活動実践者や有識者、公募委員等で構成する市民委員会を設置
　し、 
本市の地域づくりについて市民目線から検討、提言を行うもの 

３　松本市地域づくり研究連絡会 

　　松本大学、信州大学経法学部との連携協定に基づき、地域づくりに
　関す 
る調査・研究、人材育成等の事業を推進するもの 

４　弘法山古墳を愛する会負担金 

　　弘法山古墳桜まつりの廃止に伴う交通渋滞、迷惑駐車等のトラブル
　を回 
避するため、地元ボランティア組織との協働で対策を行うもの 

５　高校生通学費等補助事業 

　　安曇、奈川地区において高校生の通学費等を補助し、中山間地域の
　子育 
て支援及び働き世代の地区外への流出抑制を図るもの 

６　友好都市交流 

　　旧安曇村、旧梓川村で締結した友好親善提携に基づき、住民間の
　地域交 
流及び文化・産業振興を図るもの 




効率指標

地域振興事業補助金活用事業数

地域づくり市民委員会開催数

高校通学補助金の交付者数

①

① 高校通学補助金対象者の地元残留率

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

評
価 Ｂ

【総合評価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

4.000 5.000 5.000

23.000

達成度

80%

96%

5.000

R 4年度実績

23.000 23.000

③

①

22.000 23.000

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

0 0

会計年度(フル、1・2類)職員 302 302

0会計年度（３類）職員

その他職員

0 0

0

302

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

1.000

31.000

0.000

5.000

100.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

0.000

5.000 6.000

100.000

19.000

一般財源

効率指標

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

一次評価 B

その他

対象指標

活動指標

100.000 100.000 100.000

件

人

事業

回

人

成果指標

31.000 22.000

6.000

1.000

6.000

1.000 1.000

25.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

302

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

0

0

0

0

0

0

正規職員

人員

7,590

千円

千円

千円

千円

100%

100%

83%

100%

②

％

0

0

0

3,297

9,410

9,108

1.200 1.300

②

①

②

③

302

1.200

9,108

7,590

2,951

令和　２年度 決算

12,361

2,951

0

9,410

0

0

千円

令和　６年度 予算

9,108

1.200

0

0

0

0

9,108

1.200

13,390

9,410

3,660

10,169

0

0

13,392

9,410

0

0

0

0

9,867

22,800

13,390

0

令和　４年度 決算

13,829

7,590

令和　５年度 決算

22,802

13,392

0

①

①

単位

令和　３年度 決算

12,707

3,297

0

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

3,660

0

単位

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

地域振興事業補助金として、大型事業への交付あり

千円

千円

0

0千円

人

千円

千円

千円
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 01

事業１ 地域づくりセンター事業費

３－１住民自治支援の強化 款 02 事業２ 地域づくりセンター事業

３住民自治・共生 予
算
事
業

会計 01

項 02

担当所属

継続

３住民自治・共生

３－１住民自治支援の強化

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

地域づくり課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

維持

コスト

連絡先 0263-34-3280

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

　地域課題の解決に向けて、地域を支援し地域づくりに取り組んでいるが、地域づくりセンターの強化と並行
して、引き続き住民自治力の向上を図っていくための事務として継続

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

地域づくりセンター事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　行政の支援拠点として、住民自治力の向上を支援し、町会や地域団体、大
学や民間事業者等の取組みをコーディネートすることで住民主体の地域づく
りを進める各地区地域づくりセンターの事務経費 





内容 

１　地域課題の把握、集約、整理及び解決に向けた支援 

２　地区関係団体の育成、支援及び相談の対応 

３　市と地区関係団体等との連絡調整 

４　地区に関わる職員の連携調整 

５　地区行事の支援 

６　災害時において、地区の拠点として被害状況調査、情報収集・伝達、 

  町会との連絡調整を行う。避難所を開設する際は、開設準備、 避難者 

  受入れ、物資の受領・配布等を担う。 



　上記事業を進めるための各地区地域づくりセンター事務を円滑に行う 

ための事務経費として下記予算を計上 

・普通旅費（各地区町会連合会視察随行等の旅費） 

・消耗品費 

・燃料費（６地区配備されている除雪機のガソリン代） 

・食糧費 

・修繕料（事務用椅子、除雪機の修繕料）　等 





効率指標

118



【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

効率指標

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

19,328 21,140 20,536 22,348

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

2,301

令和　２年度 決算

293,766

2,301

0

291,465

0

0

令和　３年度 決算

308,154

4,454

0

0

0

270,963

7,590

4,454

303,700

283,107

37.300

19,328

35.700

1,174

0

1,265

2,571

0

0

0

0

0

0

0

41.000

1,045

0

311,190

0

0

2,571

333,375

0

0

3,053

334,192

312,708

41.200

0

0

0

0

301,323

39.700

3,791

324,768

948

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

328,559

3,791

0

令和　４年度 決算

335,946

令和　５年度 決算

337,245

3,053

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

1,097

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　地域の夜間の安全確保や犯罪の発生を防止するため、町会等が管理する防
犯灯の設置等及び電気料の補助をするもの 





内容 

１　防犯灯設置・更新等補助金 

　　町会等が行うＬＥＤ防犯灯の設置・更新に係る経費を補助するもの 

　・　新設　補助率10/10　限度額38,500円 

　・　既設　補助率10/10　限度額18,000円 

　・　特設　補助率２/３　限度額42,000円 

　・　更新　補助率10/10　限度額15,000円 

　 

　 

２　防犯灯管理補助金 

 　 町会等が管理する防犯灯の電気料について、当該年度の概ね８カ月分 

　の電気料を補助するもの 







効率指標

設置補助灯数（新設・既設・特設区分の合計）

管理補助対象灯数

① 防犯灯ＬＥＤ化率

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

防犯灯設置更新事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・今後は、宅地造成等の際の新規設置のほか、初期にＬＥＤ化を推進した防犯灯が更新時期を迎えることが見
込まれる。 

・住民の安全確保のための公共性の高い事業であることから、行政の責務として継続実施が必要 

・Ｒ６は担い手である町会連合会からの数年来の要望を受け、修繕・移設の補助区分を追加し、より効果的か
つ安定的な維持管理の運用を目指す。

○

連絡先 0263-34-3280

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市ＬＥＤ防犯灯設置等及び管理事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

地域づくり課

②

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 02

担当所属

継続

３住民自治・共生

３－３地域防災・防犯の推進

前年度の結果

事業１ 補助金

３－３地域防災・防犯の推進 款 02 事業２ 補助金

３住民自治・共生 予
算
事
業

会計

事業３ 防犯灯設置・更新

目 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

令和６年度　修繕・移設補助区分の追加

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

36,992

33,360

0

令和　４年度 決算

35,103

令和　５年度 決算

35,586

32,713

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

759

0.100

0

0

0

0

1,518

0.200

33,360

3,632

32,532

2,571

0

0

32,713

2,873

0

0

0.100

0

0

759

0

0

0

32,532

0

0

0

0

0

30,050

4,856

4,554

0.600

302

0.600

0

0

令和　３年度 決算

34,906

30,050

0

0

0

4,554

7,590

32,781

令和　２年度 決算

37,637

32,781

0

4,856

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

100%

97%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

Ｒ４実績には、旧村地区の市から町会への移管分を含むため大幅増

0

0

99%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

302 1,812 2,114 2,114

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

％

①

②

①

②

③

①

単位

灯

灯

対象指標

活動指標

99.100 99.200 100.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

330.000

その他

22,974.000 23,198.000

99.000

令和　７年度

令和　７年度

成果指標

令和　７年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

346.000

22,567.000

98.800

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

253.000

23,949.000

253.000 253.000

23,408.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 01

事業１ 交通災害共済事業費

３－１住民自治支援の強化 款 02 事業２ 交通災害共済事業

３住民自治・共生 予
算
事
業

会計 01

項 02

担当所属

継続

３住民自治・共生

３－１住民自治支援の強化

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

地域づくり課

②

③

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 0263-34-3280

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・長期的な加入率の低下が続いているが、手軽な価格で市民誰もが加入でき安全・安心に寄与していること、
現状は市民の半数近くが加入しており、町会長アンケートでも必要性の認識が高かったことから、当面継続の
方針 

・今後も加入率の推移に応じ、町会等の意見を聞きながら検討 

・利用者の利便性向上と事務の効率化を目指し、電子化を検討中だが、移行期は事務量維持が必要

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

交通災害共済加入率（人口比加入会員数）

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

交通災害共済事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　低額な掛金で会員となった市民が交通事故にあった場合に見舞金を支給
し、市民福祉の向上に寄与する。 

　また、義務教育修了前の子どもの掛金（1人年額100円）は市が負担し、子
育て支援にも寄与する。 





内容 

１　事業内容 

　　県内15市で構成する、長野県民交通災害共済組合で運営し、交通事故 

　にあった会員（自転車での転倒を含む）に見舞金を支給する。 

　⑴　対象　　 

　　　松本市在住者、就学のために市外に在住する被扶養者　 

　⑵　年会費 

　　　1人年額400円 

　　　（但し、義務教育修了前者は100円で市が一括公費負担） 

　⑶　共済見舞金の額 

　　　2万円（実入院・実通院2日）～100万円（死亡） 

　⑷　その他 

　　　市の窓口（支所・出張所含む）又は町会・団体を通じ加入 

　　　加入取りまとめをした町会または団体には、加入人数に応じて、 

　　手数料を支払っている。（1人当たり38円、471町会、10団体） 



２　市が担う事務 

　　会員募集・加入受付事務、会員台帳整備、見舞金請求受付 

　　公費負担者の加入手続き、町会・団体への手数料支払　等 




効率指標

加入会員数

見舞金支払件数（松本市分）

見舞金支払金額（松本市分）

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

0.000 0.000

102,179.000 102,179.000

0.000 0.000

102,179.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

110,042.000

314.000

46.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

19,460.000

成果指標

令和　７年度

17,398.000 18,448.000

効率指標

106,253.000

その他

344.000 333.000

44.300

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

42.700 42.700 42.700

単位

人

件

千円

％

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

2,718 2,718 3,020 3,020

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

474

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

100%

活動指標の増減維持理由

・②見舞金支払件数、③見舞金額は事故の発生状況によるため、目標値の設定になじまない。

0

0

100%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

・Ｒ３の町会長アンケートの結果では、69％の町会長が負担感を示す一方で、70％の町会長が制度自体は必要と回答している。

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

6,265

令和　２年度 決算

11,260

6,265

0

5,515

0

0

令和　３年度 決算

11,230

6,235

0

0

0

2,277

7,590

6,235

5,469

2,277

0.300

2,718

0.300

0

520

0

5,986

0

0

0

0

0

0

0

0.100

0

583

759

0

0

5,986

4,060

0

6,245

144

5,086

1,518

0.200

0

0

0

6,380

1,518

0.200

70

5,098

0

548

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

10,988

6,450

0

令和　４年度 決算

9,463

令和　５年度 決算

10,927

6,389

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

560千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 支所出張所管理運営費

３－１住民自治支援の強化 款 02 事業２ 支所出張所管理運営費

３住民自治・共生 予
算
事
業

会計 01

項 02

担当所属

継続

３住民自治・共生

３－１住民自治支援の強化

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

地域づくり課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

維持

コスト

連絡先 0263-34-3280

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

　近年新たな取扱いサービスが増加（マイナンバー、キャッシュレス決済、戸籍広域化、ＤＸ推進等）し、職
員の負担は増加しているが、事務の効率化を同時に進めることで、窓口業務を円滑かつきめ細かやかに行い、
引き続き市民サービスの維持向上を図っていく。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

支所出張所管理運営事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　本庁から距離のある新市及び合併5地区に支所出張所を設け、本庁へ行か
なくても行政手続きができる窓口業務を実施し、円滑かつ効率的な市民サー
ビスを提供する 




内容 

１　戸籍・住民票等諸証明交付事務 

２　戸籍・住所異動や国民健康保険・国民年金得喪等受付事務 

３　個人番号カード交付・更新等マイナンバー受付事務 

４　福祉関係給付等各種申請受付事務 

５　体育施設使用申込受付や使用料徴収事務 

６　各課補助金等交付申請受付事務 

７　ゴミのカレンダー等の市からの配布物提供等 



　支所・出張所窓口業務を円滑に行うための事務経費として下記予算を
計上 

・窓口対応会計年度任用職員報酬 

・窓口対応会計年度任用職員職員手当 

・窓口対応会計年度任用職員共済費・社会保険料 

・窓口対応会計年度任用職員費用弁弁償 

・警備委託料（支所・出張所事務室機械警備委託） 






効率指標
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

効率指標

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

57,984 59,796 61,608 67,044

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

10,121

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

1,476

令和　２年度 決算

165,720

1,476

0

173,637

0

0

令和　３年度 決算

166,550

2,306

0

0

0

106,260

7,590

2,306

174,365

106,260

14.000

57,984

14.000

0

9,393

0

1,167

0

0

0

0

0

0

0

14.000

8,360

4,012

106,260

0

0

1,167

178,428

0

0

5,360

176,441

103,224

13.600

0

0

0

0

100,188

13.200

8,690

183,429

7,591

4,018

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

184,699

8,690

0

令和　４年度 決算

175,583

令和　５年度 決算

177,783

5,360

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

・Ｒ３までの３－１類職員の人件費はその他職員に合算

千円

千円

8,777

7,420千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　行政サービスが遅滞なく提供できるよう、四賀支所、安曇支所、奈川支
所、梓川支所、波田支所庁舎の維持管理業務を行うもの 




内容 

　様々な行政サービスを提供し、市民の暮らしを支えるため設置されている
支所庁舎の維持管理業務 

1　四賀支所庁舎管理 

　⑴　土地　 13,907.55㎡ 

　⑵　建物　   4,187.99㎡ 

２　安曇支所庁舎管理 

　⑴　土地　　　5,479.09㎡ 

　⑵　建物　　　2,263.41㎡ 

３　奈川支所庁舎管理 

　⑴　土地　　　奈川夢の森所管（教育委員会） 

　⑵　建物　　　309.00㎡ 

４　梓川支所庁舎管理 

　⑴　土地    9,627.87㎡ 

　⑵　建物    3,017.55㎡ 

５　波田支所庁舎管理 

　⑴　土地　  9，421.96㎡ 

　⑵　建物  　5，242.27㎡ 




効率指標

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

支所庁舎管理事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　四賀支所庁舎（H14年建）、安曇支所庁舎（S53年建）、奈川支所庁舎（H19年建）、梓川支所庁舎（S42年
建）、波田支所庁舎（H3年建）とも耐震補強工事は行ってはいるが、老朽化が進んでいる。 

　今後も地域住民の行政サービスを実施する拠点施設として、来庁者が安全に利用できるように配慮しながら
計画的な改修・修繕を行い、適切な維持管理に努める。 ○

連絡先 0263-34-3280

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 行政施設 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

地域づくり課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 02

担当所属

継続

３住民自治・共生

３－１住民自治支援の強化

前年度の結果

事業１ 支所庁舎管理費

３－１住民自治支援の強化 款 02 事業２ 支所庁舎管理費

３住民自治・共生 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

410

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

令和２年度・令和３年度　安曇支所空調設備工事 

令和４年度　安曇支所空調設備工事、梓川支所電話設備工事、四賀支所修繕、奈川支所玄関工事、光熱水費の高騰 

令和５年度　評価事業単位の見直しによる減（経常経費のみ）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

81,761

70,880

0

令和　４年度 決算

113,355

令和　５年度 決算

77,190

65,550

0

410

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

10,626

1.400

0

0

130

10,440

9,867

1.300

60,310

10,881

101,420

11,935

0

5,950

59,600

11,640

0

0

1.400

403

0

10,626

0

0

406

101,420

0

0

0

0

0

73,686

11,179

9,867

1.300

906

1.300

385

0

令和　３年度 決算

84,865

73,686

0

0

0

9,867

7,590

48,800

令和　２年度 決算

59,958

48,800

0

11,158

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

906 906 604 604

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度 達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

127




